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第 1 章 序論 
 
1．1 研究背景 
 我が国では治水対策として水害の発生を防ぐ防災の考えからダムや遊水地の整備や河川改
修などの対策がなされてきた．台風の日本への接近件数は1951年以降，決して減少していると
は言えない1)にもかかわらず，被害が減少しているのはこれらの対策の効果であるといえる． 
 一方，近年では2011年の東北地方太平洋沖地震による津波，2012年の九州各地で大きな被害
を出した九州北部豪雨など，想定を超える自然災害が起こっている．このような災害が起こっ
た際，沿岸域や都市域へ人口が集中する傾向がある我が国ではより大きな被害が生じる危険が
ある2)．このように，人口の集中した市街地で想定外の水害が起こることで河川技術が向上し
ているにもかかわらず毎年水害による死亡事故の報告が後を絶たない． 
 こうした中で減災やソフト対策に焦点を当てた取り組みが活発化している．減災とは災害時
に発生する被害を最小限に抑える取り組みを指し，避難対策の強化や情報の円滑な周知などの
ソフト対策によって行われる．行政も2001年の水防法の改善により浸水想定区域の指定につい
て記載し，ハザードマップの作成を推進してきた．さらに，東北地方太平洋沖地震を受け，2011
年6月に「津波対策の推進に関する法律」を制定し，その中で「連携協力体制の整備」や「津
波に関する防災上必要な教育及び訓練の実施等」などソフト対策の推進を掲げている． 
 しかしながら，現行のハザードマップの定義としてマニュアル3)には，「浸水想定区域が記
載されていること」，「避難情報が記載されていること」，「市町村長が作成主体となってい
ること」と記載されており，特に避難情報の量については自治体ごとに差がある．さらに，一
度作成されたハザードマップは都市開発や河川整備に伴った更新がなされない例も多々あり，
その認知度や評価も決して高いとは言えない4)． 
 避難における自助，共助，公助のバランスも重要である．自助は自分とその家族の命は自分
たちで守るというもので，共助は近隣住民との連携によりお互い避難し合うというもので公助
は行政や専門職によって助けてもらうというものである．一般にこれらの理想的な比率は7:2:1
であるといわれるが，阪神淡路大震災のころから自助の比率の低下が問題視されている． 
 このような変化の原因は治水施設の発展，ハザードマップなどの情報からの安全な印象の蓄
積，多くの台風，豪雨が発生する中自身が被害にあった経験が少ないといったものがある．こ
れらが台風や豪雨時に避難決定の阻害要因となり，避難しないうちに危機が去り，さらに安全
な印象を蓄積する．このような理由から住民は豪雨や台風の際に避難しないものと思われる． 
 近年のハザードマップは情報を豊富に記載することで住民に多くの知識を与えるものが多
いが，その中で被害の減少や治水施設の情報などが記載されており，かえって住民の水害発生
認知度を下げている例もある．  
 また，近年では避難の途中に氾濫流に接触し命を奪われるケースが報告されている5）．これ
は単純な湛水深の表示のみではなく，避難経路の安全性についても評価を行う必要があること
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を意味する．また，近年では予測される湛水深が小さい場合，自宅などで二階へ避難すること
で難を逃れる，所謂垂直避難の重要性も認められている． 
 以上のことから，今後の減災対策の向上のためにはハザードマップの改善をはじめ，避難経
路の安全性や有効な避難方法の検討，住民に与えるべき防災情報の選定などの避難対策の更な
る発展が急務であると考えられる． 
 そこで本研究では高潮や洪水のリスクを伴う沿岸域を対象として被害が予測される状況を
想定し，それらの被害をいかにして軽減するかを洪水氾濫解析や避難経路解析を用いて、湛水
深による危険箇所や避難を行う上での危険箇所を抽出することで検討を行う．その後、避難計
画作成時の重要な判断材料になりうる情報を提言することを目標とする． 
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1．2 本論文の構成 
 本論文は以下の章で構成される． 
 第 1 章ではこの研究の背景及び目的と本文の構成について説明を行う． 
 第 2 章でははじめに日本の水害の特徴を示し，我が国にとって避難対策が重要であることを
示し，近年の災害について例を挙げてその特徴などの解説を行う．最後に，類似する分野の研
究のレビューを行いつつ本研究の目標，必要な研究の方法について明示する． 
 第 3 章では本研究で行った氾濫解析の方法や格子形成の特徴，条件設定の方針などを示し，
実際の沿岸域を対象とした氾濫解析を行う．さらにその結果をふまえて湛水深から見た危険個
所の抽出を行い，以降の章に繋げていく． 
 第 4 章では前章で行った氾濫解析を踏まえた避難経路解析を行った．はじめに避難解析の方
法や条件設定などを示し，その後避難解析の結果を提示しつつ対象地区における避難行動を行
う上での問題点について検討を行った． 
 第 5 章では避難経路解析や氾濫解析の結果を参考にして，各々の結果から避難計画を作成す
る際の判断材料になるような検討を行う． 
 第 6 章にて第 5 章までに行ったケーススタディを参考として，より一般的な目線で避難計画
を作成するためのプロセス等を示し，実践を踏まえつつ解説を行った． 
 第 7 章で本研究の総括を行った． 
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第 2 章 我が国の水害 
 
2．1 はじめに 
 本章では我が国における水害の特徴及び近年起こった大きな水災害についてまとめ，我が国
の水害における課題や教訓について説明を行う．  
 
2．2 我が国の特徴 
 
2．2．1 地形 
 我が国は，狭小な国土であり，かつ非常に急峻な地形である．そのため，流れる河川も一般
に流路が短く流域面積も狭小で，勾配も急となっているものが多い．他国の河川と比べると，
その特徴を確認できる（図 2.1.1）．このような地形では，降雨の際に短期間で増水する傾向が
あり避難を行う際の猶予時間が短い傾向がある 1)．また，急な勾配ゆえ強い流体力を有し，そ
れに対応する堤防などの水理構造物もより強固なものが必要となる． 
 
図 2.2.1 我が国と諸外国の河川勾配の比較 2） 
 
2．2．2 気象 
 我が国は温帯多雨、亜寒帯多雨気候区に属し、年平均降水量は世界平均の約2.1倍の1718㎜に
達する（図2.2.2）。さらにアジア大陸の東端に位置する我が国は大陸性の気候と海洋性の気候
の間に位置するため季節ごとに変化に富んだ気候である．中でも6月には梅雨前線による長時
間にわたる雨が頻発し，9月には太平洋に発生した熱帯低気圧が台風となり上陸し，大きな水
災害を引き起こす． 
 また，近年では地球温暖化の影響で大気中の水蒸気量が増加し，それに伴って局地的に集中
した豪雨の発生が多く観測されている（図 2.2.3）．集中豪雨の増加によって河川氾濫のリスク
も上昇しているといえる．水害のリスクが上昇する中で我々はさらに有効な水害対策を行って
いかなければ被害の増加は免れないであろう， 
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図 2.2.2 世界の年降水量(1971-2000 年の平均)2) 
 
 
図 2.2.3 時間雨量 50mm，100mm の降雨の発生回数 2) 
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2．2．3 都市化 
 日本の洪水氾濫域（洪水時の河川水位より低い地域）は日本全土の 10％にしかすぎないが、
その地域に人口の 51％、総資産の 75％が集中するため、ひとたび洪水氾濫が発生すれば、そ
の被害は深刻なものになる。現に，戦後様々な治水対策が行われ、全国的にみると浸水面積は
減少傾向にあるが、近年、水害による被害額は増加傾向を示している（図 2.2.4）。過去 5 年間
の水害被害額の平均をとって年ごとに比較すると、1995 年の一般資産被害額約 1622 億円が、
2004 年には約 4360 億円（95 年の価格換算で）となっており，10 年間で 2.6 倍以上に急騰した。
浸水面積 1ha 当たりの被害額である水害密度は、1995 年の約 2123 万円に対し、2004 年には約
4494 万円と、10 年間で 2 倍以上になった。 
  
図 2.2.4 水害被害額および水害密度等の推移（過去 5 年平均）2) 
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また，道路などの舗装がなされている都市部では外水のみならず内水氾濫の被害も多発してい
る．本来なら土中に浸透することで水位の低減が起こるがコンクリートやアスファルトは水を
吸収せず，多くはない雨量でも滞留を起こす場合がある． 
 被害額に着目すると東京都では水害被害の 8 割が内水による被害で，全国で見ても 46%が内
水によるものである 
 
 
図 2.2.4 1993～2002 年の内水，外水の被害額 2) 
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2．3 我が国の大水害 
 我が国では近年非常に大きな被害をもたらす自然災害が多発している，その中で 2012 年に
九州北部を襲った九州北部豪雨は非常に広い範囲で被害を出した．この災害の後，多くの専門
家で構成された土木学会九州北部豪雨災害調査団によって調査・研究が行われ．平成 24 年 7
月九州北部豪雨災害調査団報告書 3)としてまとめられている．以下にこの災害の特徴を報告書
から引用したものを記載する． 
 
・2012 年 7 月九州北部豪雨の概要 
 2012 年 7 月 3 日と 11~14 日に本，大分，福岡，佐賀などの九州北部を襲った梅雨前線性の
豪雨である．これにより，図 2.3.1 に示した筑後川や六角川等多くの一級河川や二級河川に
被害をもたらし，これらの河川の多くの観測所で既往最大降雨量が観測され，それに伴って
既往最大流量や既往最大水位が観測された．この豪雨で，いくつかの河川で決壊が起こり，
特に矢部川では長時間氾濫危険水位の状態が続き，パイピングによる堤防決壊が生じ甚大な
被害を出した．また，山国川と筑後川支川花月川では，7 月 3 日の豪雨で氾濫が起こり，そ
の復旧が完了した直後の決壊となった． 
 この豪雨を受けて公益社団法人土木学会では災害調査団を組織し，各河川の災害の基礎調
査，発生機構の解明，教訓の抽出，さらには海域へ流出した流木の検証，人的被害の要因分
析，九州電力管内の水力発電所の被災状況，復旧へ向けた取り組み，などについても併せて
調査を行った． 
 
 
図 2.3.1 主な被災河川(赤字：氾濫，茶字：氾濫危険水位観測)3) 
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・2011 年東日本大震災 4) 
 東日本大震災は 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波，
余震等により引き起こされた地震災害である．地震の規模は最大モーメントマグニチュード
9.0，深さ 24㎞で非常に大きなものだった．この地震によって発生した津波は波高 10m以上，
最大遡上高 40m にもなる非常に大きなものだった．この地震による人的被害は死者 15,854
人，行方不明者 3,276 人，負傷者 6,023 人にもなり，阪神・淡路大震災による被害よりも大
きく，建物も１２万戸以上が全壊した．この災害では地震により福島第一原子力発電所も被
害を受けさらに地震，津波による家屋の倒壊やライフラインの寸断により発災から三日目に
は全国で４７万人の人が避難所などに避難した．また，図 2.3.2 に示す通り，被害の甚大さ
から復旧に多大な時間が掛かり，発災から半年たった時点でも 2 万 7 千人以上の人が避難所
で生活しており，避難生活の長期化による健康面の悪化が問題視された． 
 
 
 
図 2.3.2 東日本大震災の避難者数推移 4) 
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・1959 年伊勢湾台風 5) 
 1959年の 9厚 26日に発生した台風 15号は紀伊半島から東海地方までほぼ全国に亘る巨大
な台風で，各地で甚大な被害を起こし，犠牲者 5,098 人(死者 4,697 人・行方不明者 401 人)・
負傷者 38,921 人の大きな被害となった．この台風の被害の特徴は，伊勢湾奥部で既往最大潮
位を 1m 近く上回る 3.55m の高潮が発生した．この高潮は防災対策の不十分なまま都市化を
してきた地帯に来襲し，日本最大のゼロメートル地帯に大きな爪痕を残した．また，高潮災
害の危険地帯であった場所である自覚や警戒心の不足や，夜間の襲来もあって被害のさらな
る増加につながった．我が国は小さな国土を活用するために多くの場所で干拓事業が行われ
ている．このような場所では伊勢湾台風のように高潮による被害を想定した防御策を必要と
することが教訓とされた． 
 
 
 
 
図 2.3.3 伊勢湾の干拓地形成過程 5) 
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・1962 年 7・8 水害 6) 
 本研究で対象とするのは佐賀県鹿島市の浜地区である．ここは石木津川，浜川の 2 つの河
川に挟まれており，過去に 2 度，浜川か
らの越流氾濫によって甚大な被害を出
している．また北東部には日本最大の干
満差を有する有明海が広がっており，高
潮による被害のリスクも有している．ま
た域内には高潮対策として設置された
堤防もあり，河川からの氾濫水の対中が
起こるといった事態も起こっている． 
 この地域ではいくつか大きな洪水被
害を受けているが主なものを鹿島市災
害史 6)によると以下のようである． 
 
ⅰ．流入状況 
 薬師橋に流木が滞留したことで
石積堤を越水し，堤外側が洗掘され
て，石垣が崩壊，流出し，大量の越
水が生じた．多々良川（浜川の支川）
からの洪水が浜川と合流し、浜川の
洪水流量を増大させたことが大き
な要因である．越水は薬師橋を中心
に生じ，越水の高さは，およそ 45cm
で，流入流速はとても大きかった．
越水による流入時間は 1 時間から 1
時間半であった． 
ⅱ．氾濫状況 
氾濫水は図 2.3.4 の青線で囲った範囲で起こった．流入を初めて 30 分程経過した時点
で，図中の①で水深 2ｍ程度に達し，この地域で 3 名が流され，1 名が死亡した．②で
2ｍ程度，③では約 0.6ｍ，④では 2ｍ以上に達しており，かなりの低地であるため水が
滞留した。⑤では 1ｍ以上である． 
ⅲ．排水時間 
排水時間は 2～4 時間程度であった．排水個所は JR 線の下 2 個所（1 個所は駅の下で
直径 0.6ｍの樋管，1 個所は高さ 2.3ｍの道路トンネルである。） 
ⅳ．被害状況 
 
④  
③  
②  
 
①  
⑤ 
図 2.3.4 昭和 37 年水害の浜地区の浸水の
様子 7) 
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 全壊 13 戸，流出 9 戸，半壊 21 戸，床上浸水 2335 戸，床下浸水 2286 戸であった．  
 この豪雨では佐賀県全体にも大きな被害を出しており，図 2.4.2 に示すように多くの場所
で道路や橋梁，堤防部被害が出ている． 
 
・昭和 51 年水害 
ⅰ．流入状況 
 薬師橋に流木がひっかかり，それによって薬師橋上流部で越水した．今回は、石垣の
崩壊はなかった．越水の高さは，およそ 30cm で，流入時間は 30 から 40 分であった． 
ⅱ．氾濫状況 
 湛水状況および流入から冠水するまでの時間は昭和 37 年水害と同様であった．①で
の水深は 1.5ｍ程度，②では軒下に達し，③では床下浸水で，30cm 程度，④では 1ｍ強，
⑤には氾濫水がこなかった． 
ⅲ．排水状況 
昭和 37 年水害時と同様であった． 
ⅳ．被害状況 
 全壊 6 戸，半壊・一部破壊 15 戸，床上浸水 662 戸，床下浸水 2020 戸であった． 
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図 2.4.2 昭和 37 年水害の佐賀県県下の被害状況 6) 
 
 
 
 
●道路決壊（流出）
△橋梁流出
×堤防決壊
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第 3 章 近年の研究 
 
 
3．1 既往の研究 
 これまで述べたように水害に対するリスクの高い日本では水害をキーワードとした多くの
研究が行われてきた．いくつか概要を示す． 
 川池ら(2002)1)は避難計画を念頭に置いた氾濫解析を行うために，4 種類の計算手法を用いて
氾濫解析を行い，比較することでそれぞれの利点と欠点を示した．その中で，非構造格子モデ
ルや街路ネットワークモデルが複雑化した市街地を対象とした氾濫解析の手法として有効で
ある反面，格子形成の労力が必要であることを示した． 
 川池らの研究から非構造格子や街路ネットワークシステムが有効であることが示された．そ
の理由の中で最も重視されたのは道路の再現度である．デカルト座標系モデルでも極めて小さ
いメッシュを使用すれば再現率は上がるものの計算によるコンピュータへの負荷も増大する．
これらの知見から，道路とその他の場所（街区）を格子上で区別化できれば道路に重点を置い
た解析が可能であることが分かる．さらに街区においては凡その浸水深や流速が判ればよく，
計算負荷の軽減には街区のメッシュの簡略化も必要であると考えられる． 
 本研究においてもこの知見を参考に，道路と街区で区別をつける，若しくは分けてモデル化
を行うことが計算負荷軽減，計算の精度のうえで有効であると考えられる． 
 須賀ら(1995)2)は大型の水理模型を使って水中歩行を実際に行い水深，流速を変化させて被験
者の歩行状況の観測やその後のヒアリング調査を行い，水中歩行の可否の判定に有用な安全避
難領域図などを示した（図 3.1.1）． 
 
図 3.1.1 安全避難領域図 2) 
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 この須賀らの研究で作成された安全避難領域図は水深身長比とフルード数を基準として作
成されており，ある流れの中でどの程度水に浸かると歩行できなくなるかを示している．この
図は後に須賀の参加する利根川研究会による書籍 3）の中でフルード数ではなく流速を用いたも
のに改良されより使いやすくされた．この水深身長比と流速による判定は中山ら 4）などはじめ
多くの研究で参考とされている． 
 本研究において避難解析を行う際も水深のみならず流速も参考とする．その理由は氾濫流入
箇所と標高の低い個所の間では流れが速くなることがあり，その危険性は湛水深のみでは把握
しにくいからである． 
 牛山ら(2004)5)は 2002年 7月 10～11日に起こった台風 6号および梅雨前線による豪雨災害の
直後に，最大の浸水被害を生じた岩手県南部を対象としてヒアリング調査を行った．その結果，
対象者のおよそ 76％が車での移動を行ったこと，40～50％の住民が畳上げや家電製品の移動な
ど家財保護を行ったことが分かった（図 3.1.2）．またリアルタイムの水位，雨量情報を閲覧し
た住民はわずか 5％ほどで，ハザードマップに関しても 53％の住民が見たことあると回答した
にもかかわらず，役に立ったと答えたのはわずか 9％だったことを明らかにした（図 3.1.3）． 
 
 
 
 
図 3.1.2 浸水時の家財保全行動 5） 
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図 3.1.3 ハザードマップに対する認知と評価 5） 
 
 牛山らの研究から住民の多くが財産の保守を先に考え即座に避難を決定する住民は多くな
いことが伺える．さらにはハザードマップに関して住民はあまり重視しておらずその評価も高
いとは言えなかった．このように住民は自ら避難行動を行わないことが多く，避難指示による
避難が主である．また，多くの住民が避難所の距離や歩行労力から自動車での避難を行いがち
である．実際水害時では自動車による避難は水中の停車による事故のみならず乗り捨てなどに
より他の避難者や緊急車両の妨げになりうるものである．一方で以下のような研究結果もある 
 片田(2012)6)らは自らが開発した「災害総合シナリオ・シミュレータ」を用いてリアス式海岸
（尾鷲市）と広い平野部（ロングビーチ半島）を対象として津波災害時，自動車避難の人的被
害への影響度について検証した．その結果，自動車の利用は被害の増大に直結しやすく（図
3.1.4），徒歩による避難が強く求められることを示した．ただし，自動車の量に制限を加え，
管理すれば被害の増大を抑えることもできることも示した． 
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図3.1.4 避難時の自動車利用と被害者数の関係6) 
 
このように多くの健康な避難者が無秩序に自動車避難を行った場合被害の増加が予想される
が，片田らの示すように避難に自動車を用いることが必須である要救護者のみに許可を出すな
どして制限を加えることで被害を軽減できるかもしれない． 
 このように自動車の使用には強い制限を加える必要があり，一般には使用を控えるべきであ
る．このような考えから本研究では歩行避難のみの避難検証を行うものとする． 
 牛山ら(2004)5)の研究でハザードマップの評価が低いと述べたが，以下のような研究も公表さ
れている 
 片田ら(1999)7)は平成10年3月に岩手県関市で洪水ハザードマップが配布された後に防災意識
にどのような効果があったかを調査した．結果として配布直後では洪水の発生可能性の認識が
高くなり自宅の浸水予想や避難場所についての情報に興味を示したことが示された．一方で治
水施設の効果で安全性が上がったこと，近年は洪水被害が著しく減少していることなどの情報
が避難の妨げになりうること示した．結果として，後者の印象が強く配布前後で行動面の変化
は認められなかった． 
 このようにハザードマップなどの防災情報は人命や財産にかかわることから一時的な防災
意識向上へつながるといえる．ハザードマップの住民から見た評価基準は情報の豊富さや自身
を守るための情報によるところだが，避難計画を作成する立場で見ると，安全はイメージを与
えることは有事の際，避難行動の鈍重化に繋がる．このような観点から，住民には水害上の危
険度や経路の情報などを公表し，その他の情報に関しては避難行動への影響を検討する必要が
ある． 
 
20 
 
 山本ら(2012)8)は2003年に起きた豪雨災害時の被害についての調査，報告を行った．その中で
住民が100m離れた避難場所への避難中に氾濫流に巻き込まれ，水路に流され命を落とした事故
について報告した．ここでの水深は80㎝ほどであり水中での歩行ができない流況であった． 
 山本らの報告からわずか100mの距離の移動で命を落とす被害が報告された．このように避難
を開始しただけでは安全は確保されず，避難経路となる場所の安全性も重要であるといえる．
また，避難の開始のタイミングも重要である．発災より早く避難することが重要であるが，実
際は情報伝達や状況判断の面から難しく，むしろ避難しない方が安全である場合もある．実際
の水害でどこまで水位が上がるか，どれほどの流体力を持つ流れが来るか予測が困難なため，
2階などへの避難が有効とは言い難いが選択肢の一つとして重要であるといえる． 
 中山ら(2008)4)は福島県を流れる川内川流域を対象に流出解析を用いて氾濫解析を行い，その
結果から得た浸水深と流速から歩行可能な範囲がどのように減っていくかをシミュレートし
た．その結果，山間部で時間が経つほど避難所へ到達可能な経路を確保できる範囲が狭くなり，
最終的には極限られたルートしか使用できないことを示した． 
 中山らのように避難所とその周辺の歩行可能性を評価することは避難計画で重要な情報を
得られると考えられる．実際の避難ではどのような移動が想定されるかを検証して，住民に伝
えるべき情報の選定や避難指示を出す方針などを決めていくことは避難計画において重要で
あると考えられる． 
 高棹ら(1995)10)は水害避難時の避難行動に危険認知度や水害への知識，水害経験等の内部的
な要素をファジー理論を用いることで避難解析に関連付けた．そしてこの用法は避難開始の意
思決定の再現に効果を発揮することを示した． 
 高棹らの研究はモデル化が最も難しいと思われる避難者の心理的な条件を再現したもので
ある．しかし著者自らが述べているようにモデル化の材料となるものはアンケート調査など習
得が比較的難しいため，実際の避難計画では単純化されたモデルの作成に留まってもよいと考
えられる．特に近年の避難開始の意思決定において大きな役割を果たすものは避難勧告などの
直接的な指示になりつつある．このような理由から本研究では水深や直接的避難指示などの設
定が容易なため，これらの検討を行う． 
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3．2 本研究の特徴 
 これまでで述べたように住民に公表されるハザードマップは避難計画において重要な役割
を果たすが不十分な点もある．特に，実際の災害ではハザードマップで想定されたものと違う
特徴を持つことが多々あり，それによって想定外の被害が起こったり，住民から低い評価を受
けたりする．この根底にはハザードマップや近年の研究がある確率年の降雨によるものや，最
も起こりやすい，若しくは一定以上被害が予測される自然条件を一つ予測し，それを参考に考
察，計画を行っていることがあると考えられる．そこで本研究では複数の水害に関してケー
ス・スタディを行いそれぞれの特徴をふまえた避難計画の作成を目標とする． 
 さらに前節の研究レビューにより本研究では以下の要素を含むように行った． 
 氾濫解析を行う際には道路と街区を分けることが肝要であり構造格子の作成時にこの要
素を取り入れる必要がある． 
 氾濫解析は単一の自然災害を想定するべきではなく，複数の自然災害を対象に解析を行う
べきである． 
 氾濫水の危険評価は人的な被害を優先的に考え，人が歩行できるかの判断を基準とする．
その基準には須賀らの水深身長比と流速によるもを採用する 
 避難解析では自動車の利用は考慮せず，歩行避難に的を絞る． 
 避難経路を選択した場合の避難の成否を検証し，経路の安全性として評価する． 
 結果の表示には危険個所を端的かつ明確に示す．こうすることで防災意識向上の阻害にな
らないようにする． 
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第 4 章 洪水氾濫の数値解析 
 
4．1 はじめに 
 ここでは氾濫解析についての説明を行う．はじめに避難経路に重点に置いた氾濫解析を行う
際にどのような格子が適しているかを比較しながら選定する．その後，対象地区である鹿島市
浜地区を対象に氾濫解析を行い水害における危険個所について検討を行う． 
 
4．2 計算格子 
 我が国の大都市の多くは海岸に沿った低平地や河川の氾濫によって形成された沖積平野の
上に立地している．そのため，そのような立地の都市は度重なる洪水や高潮による被害を受け
ており，近年ではほぼ毎年水害が起こっている． 
 避難をはじめとした都市域での水害対策を考える際，氾濫水がどのような挙動を示すかを精
度よく予測することが重要である．しかし，都市には道路や建物といった構造物が存在し，こ
れらの氾濫水の挙動へ及ぼす影響は大きく複雑である．このような特徴を持つ都市域を対象と
した氾濫解析モデルは多くの研究者によって考案されている．その分類方法の一つが解析格子
である．川池ら(2002)1)はこれらを大きく分けてデカルト座標系モデル，一般曲線座標系モデル，
非構造格子モデル，ネットワークモデルの四つに分類し，これらの比較検討を行った．以下に
その概要を示す． 
 
図 4.1 各計算格子の例（川池ら 1）） 
デカルト座標モデル
一般曲線座標モデル
非構造格子モデル ネットワークモデル
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（1）デカルト座標系モデル 
 解析対象区間を図 4.1 の左上のように長方形のみで構成された格子で解析を行うもので
ある，特徴として最も格子形成が容易であり，簡易的に氾濫の状況を把握するのに適して
いる．一方で建造物による氾濫への影響や道路における詳細な流況を把握することが難し
く，相当細かいサイズの格子形成が必要である． 
 
（2）一般曲線座標系モデル(福岡ら(19982))) 
 主要な道路に沿って座標軸をとることである程度，道路とその他の部分に分けることが
できる．デカルト座標系に比べて主要な道路に着目した解析ができるが，実際の避難計算
を行う際には建物間の細い通路も対象とすることが望ましいため，ある程度の省略が必要
となる． 
 
（3）ネットワークモデル 
 道路網のみを対象としたモデルで細かい通路や空地の網目補完などで避難経路のほと
んどの流況を把握することができる．しかし空地の部分に湛水する氾濫水も道路網へ流下
するので湛水深を過大評価しやすい 
 
（4）非構造格子 
 任意形状の格子ブロックに分けることができるため最も自由度の高いメッシュである．
建物や道路を分けてモデル化することが容易であるが，一般に格子形成にかなりの労力を
有する． 
 
 以上のように市街地を対象とした計算格子としては非構造格子が最適である．しかし一般に
は一般曲線座標モデルが広く使われている傾向 3)がある．その理由として，格子形成の容易さ
があげられる．しかし，本研究ではあくまで市街地の道路網に焦点を当てた氾濫解析を行う必
要があるため，非構造格子を使用することとした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
25 
 
4．3 計算格子の作成 
 前述のとおり本研究では非構造格子による解析を行うが一般にその格子形成は非常に労力
を有する．そこでデンマーク水理研究所（DHI）が開発した MIKE シリーズを使用することと
した．その中で非構造格子の形成が可能な MIKE ZERO を使用する．このソフトは任意の座標
系における x，y 座標及びその地点の標高から成る地形データを読み込むことで任意の範囲を
対象に自動で三角形によって構成された非構造格子を作成できる．標高には鹿島市がレーザー
プロファイラによって測定した直角平面座標系のデータ(図 4.3.1)を使用した．このデータは水
平方向，鉛直方向ともにおよそ 1 ㎝の単位で計測された非常に細かいデータである．ただし，
レーザープロファイルの性質上，河川や海ではその水面が標高として観測されてしまうという
点やメッシュの作成時に，トンネルや陸橋，家々のひさしなどの物陰も再現できない点に注意
が必要である． 
 
図 4.3.1 レーザープロファイルによる地形データ 
 
 また，格子の形成に際して，不必要な部分に関してはできるだけ大きい格子を形成した方が
安定性や計算機の負荷の面からも望ましく，街区と道路の区別も必要である．そこで街区と道
路に格子線が来るように設定を行った．この格子線の位置の参考として国土交通省が公開して
いる「建築物の外周線(図 4.3.2)」，「道路縁(図 4.3.3)」の GIS データを参考にした． 
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図 4.3.2 建物の外周線を GIS で表示した地図 
 
 
図 4.3.3 道路縁 
 
 図 4.3.4 に建物の外周線の補助を行わない場合と行わなかった場合の比較を示す．ともに作
成範囲は 2,799,822m2で，格子の最大面積は 20m2として作成している．この最大面積で格子を
作成した場合，格子の一辺はおよそ 6m となり，これより大きい隙間は再現されることとなる．
これはにより片側一車線の道路幅を再現することができる．補助を行わなかった場合は格子の
作成時に再現されない通路があるが，補助を行うことで再現されていることが分かる．補助を
行わなかった場合，細い通路は建築物の一部と同等の標高を持つと認識されるため，避難経路
における正しい流況が得られず，また，建物以外の部分で水深が過大評価されることとなる． 
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 補助を行わなかった場合の格子数は 216,588 個で補助行った場合の格子数は 218,397 個であ
った．ちなみにある程度の通路より小さい格子（最大面積 5m2）のみで作成を行うと格子の数
はおよそ 87 万個となる． 
 
図 4.3.4 建物の外周線の補助を行わない場合(上)と行った場合(下)の比較 
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4．4 解析理論 
 解析には MIKE シリーズの MIKE34)を使用する．このソフトは 3 次元解析に特化したソフト
である． 
 本研究で使用される 3 次元解析における支配方程式の概要を説明する． 
 3 次元流れ解析は静水圧近似とブシネスク近似に基づく非圧縮性流体に関するレイノルズ方
程式を基礎式としている． 
 連続方程式は以下である． 
 
𝜕𝑢
𝜕𝑥
+ 
𝜕𝑣
𝜕𝑦
+ 
𝜕𝑤
𝜕𝑧
= 𝑆                                                         (4.4.1) 
 
ここで x,y,z はデカルトの座標系，u,v,w はそれぞれ x,y,z 方向の流速，S はポイントソースの流
量である． 
 x，y 方向の運動方程式は以下である． 
 
𝜕𝑢
𝜕𝑡
+
𝜕𝑢2
𝜕𝑥
+ 
𝜕𝑣𝑢
𝜕𝑦
+ 
𝜕𝑤𝑢
𝜕𝑧
=  −g 
∂η
∂x
− 
1
ρ0
 
∂pa
∂x
− 
g
ρo
∫
∂ρ
∂x
 dz
η
z
 
     + 𝐹𝑢 + 
𝜕
𝜕𝑧
 (𝑣𝑡  
𝜕𝑢
𝜕𝑧
) + 𝑢𝑠 𝑆                       (4.4.2) 
 
𝜕𝑣
𝜕𝑡
+
𝜕𝑣2
𝜕𝑦
+ 
𝜕𝑢𝑣
𝜕𝑥
+ 
𝜕𝑤𝑣
𝜕𝑧
= −g 
∂η
∂y
− 
1
ρ0
 
∂pa
∂y
− 
g
ρo
∫
∂ρ
∂y
 dz
η
z
 
     + 𝐹𝑣 + 
𝜕
𝜕𝑧
 (𝑣𝑡  
𝜕𝑣
𝜕𝑧
) + 𝑣𝑠 𝑆                       (4.4.3) 
 
ここで t は時間，η は水表面の標高，d は水深，h=η+d で全水深，ｇは重力加速度，ρ は水の密
度，νtは渦動粘性係数，Paは大気圧，ρ0は水の基準密度，S はポイントソースの流量でus, vsは
その流速成分である．  
 本研究ではポイントソースは与えず（S=0），大気圧，水の密度は空間方向に一定，圧力はす
べて静水圧分布に従うものとし，コリオリの考慮も行わないため式(4.2.2)から式(4.2.4)は以下
のようになる 
 
𝜕𝑢
𝜕𝑥
+ 
𝜕𝑣
𝜕𝑦
+ 
𝜕𝑤
𝜕𝑧
= 0                               (4.4.4) 
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𝜕𝑢
𝜕𝑡
+
𝜕𝑢2
𝜕𝑥
+ 
𝜕𝑣𝑢
𝜕𝑦
+ 
𝜕𝑤𝑢
𝜕𝑧
= −g 
∂η
∂x
+ 𝐹𝑢 + 
𝜕
𝜕𝑧
 (𝑣𝑡  
𝜕𝑢
𝜕𝑧
)                  (4.4.5) 
 
𝜕𝑣
𝜕𝑡
+
𝜕𝑣2
𝜕𝑦
+ 
𝜕𝑢𝑣
𝜕𝑥
+ 
𝜕𝑤𝑣
𝜕𝑧
= −g 
∂η
∂y
+ 𝐹𝑣 + 
𝜕
𝜕𝑧
 (𝑣𝑡  
𝜕𝑣
𝜕𝑧
)                   (4.4.6) 
 
また水平応力の項𝐹𝑢，𝐹𝑣は以下のように表わされる． 
 
𝐹𝑢 = 
𝜕
𝜕𝑥
 (2𝐴 
𝜕𝑢
𝜕𝑥
) + 
𝜕
𝜕𝑦
(𝐴 (
𝜕𝑢
𝜕𝑦
+ 
𝜕𝑣
𝜕𝑥
))                              (4.4.7) 
 
𝐹𝑣 = 
𝜕
𝜕𝑥
(𝐴 (
𝜕𝑢
𝜕𝑦
+ 
𝜕𝑣
𝜕𝑥
)) + 
𝜕
𝜕𝑦
 (2𝐴 
𝜕𝑢
𝜕𝑦
)                              ( 4.4.8) 
 
ここで A は水平渦動粘性係数で Smagorinsky（1963）モデルを用いて， 
 
A = cs
2ℓ2√2SijSij                                       (4.4.9) 
 
ここにで𝑐𝑠は定数，l は代表長さである．また，𝑆𝑖𝑗：変形速度テンソルで以下のようにして与
えられる． 
 
Sij = 
1
2
(
∂ui
∂xj
+
∂uj
∂xi
) (i, j = 1, 2)                               (4.4.10) 
 
 
 u,v と w における表面及び底部の境界条件は以下のようである． 
z=η（水表面）： 
 
𝜕𝜂
𝜕𝑡
+  𝑢 
𝜕𝜂
𝜕𝑥
+  𝑣 
𝜕𝜂
𝜕𝑦
−  𝑤 = 0,    (
𝜕𝑢
𝜕𝑧
,
𝜕𝑣
𝜕𝑧
) =  
1
𝜌0𝑣𝑡
 (𝜏𝑠𝑥 , 𝜏𝑠𝑦)               (4.4.11) 
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z=-d（底部）： 
 
𝑢 
𝜕𝑑
𝜕𝑥
+  𝑣 
𝜕𝑑
𝜕𝑦
+  𝑤 = 0, (
𝜕𝑢
𝜕𝑧
,
𝜕𝑣
𝜕𝑧
) =  
1
𝜌0𝑣𝑡
 (𝜏𝑏𝑥, 𝜏𝑏𝑦)                           (4.4.12) 
 
ここで𝜏𝑠𝑥 , 𝜏𝑠𝑦と 𝜏𝑏𝑥, 𝜏𝑏𝑦はそれぞれ各方向の水表面及び水底におけるせん断応力である．𝑣𝑡は鉛
直方向の渦動粘性係数で k-ε モデルによって考慮すると 
 
νt = cμ
k2
ε
                                            (4.4.13) 
 
ここで k は単位質量あたりの乱流運動エネルギー（TKE），εは散逸率，𝑐𝜇は実験定数で 0.09 を
与えた． 
 この式の k および ε は以下の輸送方程式から得られる． 
 
∂k
∂t
+
∂uk
∂x
+
∂vk
∂y
+
∂wk
∂z
= Fk +
∂
∂z
(
νt
σk
∂k
∂z
) + P + B − ε                   (4.4.14) 
 
∂ε
∂t
+
∂uε
∂x
+
∂vε
∂y
+
∂wε
∂z
= Fε +
∂
∂z
(
νt
σε
∂ε
∂z
) +
ε
k
(c1εP + c3εB − c2εε)            (4.4.15) 
 
ここで，P はせん断力，B は浮力で，以下のように与えられる． 
 
P =
τxz
ρ0
∂u
∂z
+
τyz
ρ0
∂ν
∂z
≈ νt ((
∂u
∂z
)
2
+ (
∂ν
∂z
)
2
)                        (4.4.16) 
 
𝐵 = −
𝜈𝑡
𝜎𝑡
𝑁2                                                                  (4.4.17) 
 
ここで N は Brunt-Väisälä 振動数で 
 
𝑁2 = −
𝑔
𝜌0
𝜕𝜌
𝜕𝑧
                                                               (4.4.18) 
 
と定義される．𝜎𝑡は乱流プラントル数で，𝜎𝑘 = 1.0，𝜎𝜀 = 1.3，𝑐1𝜀 = 1.44，𝑐2𝜀 = 1.92，𝑐3𝜀 = 0は
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実験定数である．F は水平拡散項で 
 
(𝐹𝑘, 𝐹𝜀) = [
𝜕
𝜕𝑥
(𝐷ℎ
𝜕
𝜕𝑥
) +
𝜕
𝜕𝑦
(𝐷ℎ
𝜕
𝜕𝑦
)] (𝑘, 𝜀)                      (4.4.19) 
 
D は水平拡散係数で，𝐷ℎ = 𝐴 𝜎𝑘⁄ ，𝐷ℎ = 𝐴 𝜎𝜀⁄ でそれぞれ与えられる． 
 乱流運動エネルギーのための境界条件とその拡散量は水表面では以下の式が用いられる． 
 
ｋ =
1
√𝑐𝜇
𝑈𝜏𝑠
2  𝜀 =
𝑈𝜏𝑠
3
𝜅𝛥𝑧𝑏
                             (4.4.20) 
 
ここに，κ=0.4：カルマン定数，a=0.07：実験定数，𝑈𝜏𝑠：風応力である．また，底面では 
 
k =
1
√cμ
Uτd
2 ,     ε =
Uτb
3
κ∆zb
                              (4.4.21) 
 
ここで Δzbは境界条件を与えた底面からの距離，Uτdは底部の摩擦速度である． 
 底面せん断応力 τb=(τbx, τby)は 2 次の摩擦則によって決定される． 
 
τb⃗⃗ ⃗⃗  
ρ0
= cfub⃗⃗⃗⃗ |ub⃗⃗⃗⃗ |                                     (4.4.22) 
 
ここで，cfは抵抗係数，𝑢𝑏⃗⃗⃗⃗ = (𝑢𝑏, 𝑣𝑏)は底面から∆zb地点の流速である．摩擦速度は以下の式に
よって底面応力と関連付けて与えられる． 
 
Uτb = √cf|ub|2                                     (4.4.23) 
 
抵抗係数は底面と底面付近の点 zbの間の対数側によって決まる． 
 
Cf =
𝑔
(
1
𝜅 ln (
𝛥𝑧𝑏
𝑧0
))2
                                         (4.4.24) 
 
ここで κ=0.4：カルマンの定数，z0粗度高さである．境界表面が粗いとき，z0は粗度高さ ksに
依存する． 
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z0 = mks                                     (4.4.25) 
 
m ≈ 1/30                                     (4.4.26) 
 
また，マニングの粗度係数は河床粗度高さを用いた以下の式から算出される． 
 
M =
25.4
ks
1
6⁄
                                      (4.4.27) 
 
 氷におおわれていない水表面の応力 τs=(τsx, τsy)は表面の風応力によって決まる．この応力は
以下の実験則により求める． 
 
τs⃗⃗  ⃗ = ρ𝑎cd|u𝑤|uw ⃗⃗⃗⃗⃗⃗                                                  (4.4.28) 
 
ここでρ𝑎は空気の密度，cd空気による抵抗係数，uw ⃗⃗⃗⃗⃗⃗ = (𝑢𝑤, 𝑣𝑤)は水面から 10m 上の風速である．
摩擦速度は以下の式によって表面応力と関連付けて与えられる． 
 
𝑈𝜏𝑠 = √
𝜌𝑎𝑐𝑓|𝑢𝑤⃗⃗⃗⃗⃗⃗ |2
𝜌0
                                                  (4.4.29) 
 
抵抗係数は Wu(1980，1994)5),6)らによる実験則から一定値もしくは風速によって決まる． 
 
𝑐𝑓 = {
𝑐𝑎                                                                     𝑤10 < 𝑤𝑎
𝑐𝑎 +
(𝑐𝑏−𝑐𝑎)
(𝑤𝑏−𝑤𝑎)
(𝑤10 − 𝑤𝑎)                𝑤𝑎 ≤ 𝑤10 < 𝑤𝑏
𝑐𝑏                                                                       𝑤10 ≥ 𝑤𝑏
                   (4.4.30) 
 
ここで𝑐𝑎 = 1.255 ∗ 10
−3，𝑐𝑏 = 2.425 ∗ 10
−3，𝑤𝑎 = 7𝑚/𝑠，𝑤𝑏25𝑚/𝑠は実験により求められた値
で𝑤10水表面から 10 上における風速である． 
 MIKE3 による 3 次元流れ解析では有限体積法を用いて離散化が行われる．水平領域では非構
造格子を用いているが，鉛直領域には構造格子を用いている（図 4.4.1）．鉛直領域ではシグマ
座標系をベースとしている．シグマ座標系の鉛直方向の格子イメージを図 4.4.2 に示す．本研
究では鉛直格子にシグマ座標系で定義された均一な層を 2 層与えた． 
 シグマ座標系について，この座標系をにおける最大の特徴は標高を正確に再現できること，
また，底面付近で一貫性の解法を提供できることである．しかしながら，シグマ座標系は急峻
（急勾配）な地形変化を伴う領域内で水平圧力勾配や移流でエラーを被る．その際には非現実
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的な流れとなるため，地形再現や条件の与え方に注意が必要である． 
    図 4.4.1 計算格子 4）           図 4.4.2 計算格子 4）（鉛直方向） 
 
シグマ座標で計算する場合，デカルト座標系は以下のように変換される． 
 
σ =
z−zb
h
,     x′ = x,      y′ = y                             (4.4.31) 
 
ここに，σ：底面 0 から水面 1 の間の変数でzbは格子点の平均水深である．この座標変換は以
下のような関係がある． 
 
∂
∂z
=
1
h
∂
∂σ
                                     (4.4.32) 
 
(
∂
∂x
,
∂
∂y
) = (
∂
∂x′
−
1
h
(−
∂d
∂x
+ σ
∂h
∂x
)
∂
∂σ
,
∂
∂y′
−
1
h
(−
∂d
∂y
+ σ
∂h
∂y
)
∂
∂σ
)                (4.4.33) 
 
ここで η は水表面の標高，d は水深，h=η+d で全水深である．シグマ座標系を基礎式等に適用
すると以下のように変換される． 
 
∂h
∂t
+
∂hu
∂x′
+
∂hv
∂y′
+
∂hω
∂σ
= 0                              (4.4.34) 
 
∂hu
∂t
+
∂hu2
∂x′
+
∂hvu
∂y′
+
∂hωu
∂σ
= −gh
∂η
∂x′
+ hFu +
∂
∂σ
(
vv
h
∂u
∂σ
)                    (4.4.35) 
 
∂hv
∂t
+
∂huv
∂x′
+
∂hv2
∂y′
+
∂hωv
∂σ
= −gh
∂η
∂y′
+ hFv +
∂
∂σ
(
vv
h
∂v
∂σ
)                   (4.4.36) 
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∂hk
∂t
+
∂huk
∂x′
+
∂hvk
∂y′
+
∂hωk
∂σ
= hFk +
1
h
∂
∂σ
(
vt
σε
∂k
∂σ
) + h(P + B − ε)                 (4.4.37) 
 
∂hε
∂t
+
∂huε
∂x′
+
∂hvε
∂y′
+
∂hωε
∂σ
= hFε +
1
h
∂
∂σ
(
vt
σε
∂ε
∂σ
) + h
ε
k
(c1εP + c3)                 (4.4.38) 
 
ここに ωは鉛直流速で以下の式によって定義される． 
 
ω =
1
h
[w + u
∂d
∂x′
+ v
∂d
∂y′
− σ(
∂h
∂t
+ u
∂h
∂x′
+ v
∂h
∂y′
)]                      (4.4.39) 
 
水平拡散項は以下のように定義される． 
 
hFu ≈
∂
∂x
(2hA
∂u
∂x
) +
∂
∂y
(hA(
∂u
∂y
+
∂v
∂x
))                       (4.4.40) 
 
hFv ≈
∂
∂x
(hA(
∂u
∂y
+
∂v
∂x
)) +
∂
∂y
(2hA
∂v
∂y
)                        (4.4.41) 
 
h(Fk, Fε) ≈ [
∂
∂x
(hDh
∂
∂x
) +
∂
∂y
(hDh
∂
∂y
)] (k, ε)                     (4.4.42) 
 
自由表面と底面の境界条件は以下のように与えられる．水表面 σ = 1のとき， 
 
ω = 0,   (
∂u
∂σ
,
∂v
∂σ
) =
h
ρ0vt
(τsx, τsy)                          (4.4.43) 
 
底部 σ = 0のとき 
 
ω = 0,   (
∂u
∂σ
,
∂v
∂σ
) =
h
ρ0vt
(τbx, τby)                          (4.4.44) 
 
となる． 
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4．5 氾濫解析への適用の諸条件 
 ここでは前節までに述べた格子形成及び計算方法をもとに実際に鹿島市浜地区を対象とし
た氾濫解析を行う．この地区では 2 章で述べたように過去に大きな洪水氾濫が起こっており大
きな被害を出している．その時の情報は鹿島市災害史 7）や松岡 8）による聞き取り調査の資料
がある． 
 1962 年 7 月 8 日における雨量は鹿島市災害史から図 4.5.1 のようになっている． 
 
この時の最大時間雨量は 72mm，累計雨量は 289mm となっている．本研究における氾濫解析に
おいて雨の条件はこの時間雨量を基に作成した． 
図 4.5.1 1962 年 7 月 7 日から 8 日の時間雨量 5） 
 
 当時の氾濫は浜川に架かる薬師橋に流木が滞留し，それが原因でせき上げが起こり堤内地へ
侵入したことが原因だった．この時の詳細な情報は記録として残っていないが松岡 6)の災害時
からの住民を対象とした聞き取り調査から「越流時間はおよそ 1 時間」で「最大越流水深は約
45 ㎝であった」ことが分かった．この情報を参考に図 4.5.3 の様な時間ごとの越流水深を決定
した．さらに，これらの数値を越流公式（式 4.5.1）によって流量に換算した（図 4.5.3）． 
 
𝑞 = 𝐾𝐻3/2                                                       (4.5.1) 
 
ここで q は単位幅流量，H は越流水深，Ｋは越流係数であり Govinda Rao9)の実験を参考にＫ＝
1.55 とした．これに越流幅 175m を乗じたものを当時の越流量とする． 
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図 4.5.2 越流水深の時間変化 
 
 
図 4.5.3 単位幅あたりの越流量の時間変化 
 
 
  
 ところで，この地区は第 2 章で述べたとおり過去に幾度も洪水被害を被っており，その中で
も特に被害の大きい災害が 1962 年及び 1976 年に起こっており．その後作成された浜川水系河
川整備基本方針 10)には以下の記載がある． 
「浜川の治水事業は，河口の高潮対策事業およびその上流の広域基幹河川改修事業がある．平
成 2 年に認可された高潮対策事業は，河口から浜橋地点までの 670ｍ区間について，拡幅およ
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び護岸の整備を進めている．広域基幹河川改修事業（浜川については，昭和 56 年に旧中小河
川改修事業により認可）については、浜橋地点から上古枝橋地点までの区間の 3,330m の整備
であり，まだほとんどの区間が未改修である．」 
 なおこの資料は平成 15 年に作成されたもので更新はされていない．また現在では 2 度の洪
水被害を受けて河川改修が行われており 50 年に一度の降雨で発生すると予測される 280m3/s7)
を基本高水のピーク流量とした改修がなされている． 
 このように河川改修などによって当時と現代では河道の形状が異なり当時の河道の流況を
再現して現代の地形では再現が行えない．そこで本研究における氾濫解析の流入流量の条件は
図 4.5.3 を基本として作成する．また，同様に浜川からの流入箇所を変えることで浸水範囲や
避難形態がどのように変化するかを同じ流量で比較するために氾濫解析の流入量も同じもの
を使用する．さらに現在ではこの地区では鹿島市作成の洪水ハザードマップが公開されている
（図 3.5.4）．このハザードマップでは 50 年に 1 度の雨を想定しており，前述のとおり浜川は氾
濫せず，石木津川の氾濫が想定されている．そこで他のケースと同様の流量を浜地区北部を流
れる石木津川から侵入させるケースも行った． 
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図 4.5.4 鹿島市洪水ハザードマップ 11) 
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 また，高潮対策としての堤防の効果の確認や高潮時の避難解析を行うために Torry(1012)12）
による有明海を対象として行った 2004 年伊勢湾台風時の流況を再現した高潮解析の計算結果
を参照した高潮氾濫の浸水域も求めた． 
 Torry(1012)12)の行った解析の条件を示す． 
 
・期間 
2004 年 9 月 6 日 21 時～8 日 3 時（平成 16 年台風 18 号，国際名：Songda） 
・水質条件 
水温：19.0℃ 
塩分濃度：32.5PSU 
・初期条件 
日本海洋データセンター13)からデータを入手し，内部補完を行った水位（図 3.5.5）． 
 
・境界条件 
雨量，風速，風向に関しては気象庁 14)から入手したものを使用． 
 
 
図 4.5.5 高潮解析の初期条件と 5 時間後の水位 
鹿島市浜
地区
鹿島市浜
地区
初期状態 5時間後
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 計算 CASE をまとめると以下のようになる. 
CASE1：浜川の国道 207 号線付近からの流入 
CASE2：CASE1 より少し上流の避難所の背後から流入 
CASE3：さらに上流からの流入 
CASE4：さらに上流から流したケースで 1962 年水害と同じ個所からの流入 
CASE5：ハザードマップに準じた石木津川からの氾濫 
CASE6：高潮による氾濫 
 各ケースの流入位置を図 4.5.6 に示す．
 
図 4.5.6 各ケースの流入箇所 
 
 図 3.5.7 に鹿島市が作成したレーザープロファイラデータから建物や樹木を取り除いたもの
を示す．このように有明海方面に緩やかな勾配を有しており，域内の水は概ね東流する．また
域内中央に周囲より比較的高い（標高 6m ほど）箇所がある．これは JR の肥前浜駅がある個所
でそこから南西に高い道があり，相対的にその道の脇は標高が低くなっており，滞留が起きや
すくなると予測される． 
計算パターンごとの流入箇所
ハザード1 ハザード2 ハザード3
ハザード4
浜川
ハザード5
石木津川 有明海
ハザード6
CASE1
CASE2CASE3CASE4
CASE5
CASE6
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図 4.5.7 域内における標高 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標高
（m）
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4．6 氾濫解析の結果 
 ここでは各ケースの時々刻々の湛水状況を以下に示す．その際，図 4.6.1 に示すような箇所
を基準として結果の様子を述べるものとする． 
 赤い三角系の目印は鹿島市が指定する避難所を指し，①は浜小学校，②は JA さが浜町支店
で避難所となっている．一般に小学校の方が収容人数が多くこちらへ避難する．③は JR の肥
前浜駅でこの位置から南西へ伸びる道路は周囲に比べ標高が高くなっている．④は工場となっ
ていて比較的標高が高い．⑤には浜川に架かる薬師橋がある．1962 年水害においてこの橋に流
木が滞留し，越流氾濫が起こった． 
 A を結ぶ緑線は国道 207 号線である．2 つの避難所に挟まれ，幅が広く周囲の視界も良く歩
きやすいため避難時は多くの避難者が通ると推測される． 
 B を結ぶ緑線は JR 長崎線である．JR 長崎線は盛土上を走っており，この盛土から国道 207
号線までの間の区間は標高が周囲より低く，滞留が起こりやすい． 
 B を結ぶ線上にある C には盛土の下を通るトンネルがある． 
 ここでは B 線より北東部の低地を北部，南西部を南部と簡略化して呼称する． 
 
図 4.6.1 域内の要所の位置 
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（1）CASE1 
 このケースでは避難経路のなかでも最大の幅員を持つ道路の一つである国道 207号線の
すぐそばから氾濫水が流入している(図 4.6.2)．氾濫開始 15 分で避難所より北側の範囲は
最大で 1m 近く浸水し，30 分後には 2m に達している，この後もこの国道を流路として氾
濫水は広がっていき最終的に 1m 前後の水深に落ち着く．また，駅周辺は標高の起伏が激
しく，特に盛土の南側で深い浸水深となる個所がある．また，氾濫水は主に浜川沿いと浜
駅周辺から北部へ伝播し，北部の方ではほぼ全域に氾濫水が広がった．
 
図 4.6.2 CASE1 解析結果 
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00：30 00：45
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図 4.6.3 に図 4.6.1 に示す A－A 線である国道 207 号線を南から北へ向かった方向の浸水状況を
示す．氾濫水は 400m の距離をおよそ 15 分で進んだことが分かる．また避難所の位置を見ると
30 分後に急激に上昇をはじめ，80 ㎝に近い浸水となった．この湛水状況では歩行による避難
行えない．そのため国道 207 号線を通り避難所に到達することは不可能であろう．したがって
このような状況では堤防より南部地域の住民でも東部からの避難は困難なため早期の避難開
始が必要である． 
 
 
図 4.6.3 CASE1 国道 207 号線の浸水状況 
 
（2）CASE2  
 図 4.6.4 に CASE2 の結果を示す．このケースでは避難所となる浜小学校のすぐ南から流
入している．結果はほぼ CASE1 と同じ挙動を示した．その理由として，浜川沿いの道が
北部へ向けて広い流路となっており，国道 207 号線と合流するためである．  
（3）CASE3  
 図 4.6.5 に CASE3 の結果を示す．このケースでは CASE2 よりさらに上流からの流入を
行った．このケースでは避難所東部に多くの氾濫水が滞留した．そのため，北部への流入
が少なくなっている．しかしこのケースでも避難所周辺の通路は 1m 前後，駅周辺は 2m
の湛水深を有しており，これまでのケースと併せて考えても東部の住民や駅周辺の住民は
早期避難を徹底する必要があるだろう． 
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図 4.6.4 CASE2 氾濫解析結果 
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図 4.6.5 CASE3 氾濫解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
00:00 00:15
00:30 00:45
01:00 02:00
03:00 04:00
47 
 
（4）CASE4 
 図 4.6.6 に CASE4 の氾濫解析結果を示す．このケースは 1962 年に起きた水害を松岡ら
による聞き取り調査 6)から得た情報を基に再現したものである．ほかのケースに比べ南部
で広範囲に氾濫水が広がっている．このケースでは他のケースに比べて浸水面積が広い分，
やや水深が低くなっている． 
 最終的な湛水状況を図 4.2.7 に，聞き取り調査による主な水深を図 4.2.8 に示した．解析
では西部の石木津川付近まで水が至らなかった．当時と比べると建築物が増え氾濫水の流
れが滞った可能性がある．その他の 2m 以上観測地点，1m 以上の観測地点については凡
その分布が再現された．これらの水深は盛土の標高に影響されたものでありこれ以上の水
にはなりにくいと思われる． 
  
図 4.6.6 CASE4 氾濫解析結果 
00:00 00:15 
00:30 00:45
01:00 01:00
03:00 04:00
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図 4.6.7 CASE4 氾濫解析結果(GIS) 
 
図 4.6.8 聞き取り調査のよる 1962 年 7 月洪水の湛水深 
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（5）CASE5 
 このケースは鹿島市のハザードマップ（図 4.5.4）を参考に石木津川から流入させたも
のである．流入箇所は国道 207 号線を乗せる橋から上流へ 400m の範囲とした．浜川から
の流入同様，国道 207 号線を伝っている様子か見て取れる．東側の駅周辺で高い水深を有
している点も浜川からの流入時と同様である．また今回は石木津川沿いに大量の水が伝っ
ている様子が見て取れる．この北西端の湛水深が高い箇所は図 3.610 に示すような周囲よ
り標高が低く，遊水地のような役割を果たす畑がある場所である． 
 
図 4.6.9  CASE4 氾濫解析結果 
00:00 00:15
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03:00 04:00
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図 4.610 北西部の低地の様子 
（6）CASE6 
 このケースは Torry12)による高潮解析に浜地区のみ詳細な標高データ与え，他のケース
と同等の格子で解析を行った結果である．この結果から北部地域のほぼ全域で 2m 以上の
水深となった．また図 4.6.11 に黒丸で示した箇所は工場や倉庫が立ち並ぶ区画だが標高が
比較的高く水深 70 ㎝程にとどまっている．一方で，黄丸で示した箇所は住宅が立ち並ぶ
箇所で到達に時間的余裕があるものの避難を優先的に行うべき場所といえるだろう． 
 
 
図 4.6.11  CASE6 氾濫解析結果 
00：00 00：30 01：00
02：00
03：00 04：00
01：30 02：30
03：30
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4．7 第 4 章の結論 
 6 つのケースのまとめとして図 4.7.1 に氾濫水による危険箇所を示す．まず，北東部は当然と
して堤防によってせき止められた高潮の氾濫水が滞留し，さらに各河川が氾濫した場合，最終
的に氾濫水が到達する．この部分の特徴として，一部を除いてほぼ平坦な地形で，一度氾濫水
が侵入すると広範囲に亘って広がることである．そのため，氾濫水が到達した時点での避難開
始は遅いと考えられる，住居はこのエリアの南部に集中しており土手の上に一時的な避難を行
うといった選択肢があるが，一方で最南端の区画はトンネルを通って南西部へ移動することが
最も避難所への近道（図 4.7.2）となるが，標高が低く氾濫水が通りやすいため大きなリスクを
伴う． 
 次に南部の東端，浜川に沿った小さな範囲は浜川からの氾濫が起こった際，高確率で集水す
る範囲である．この範囲は避難所に近いため氾濫前に避難を開始すれば容易に避難所に到達で
きるが，一度湛水が始まると，この近辺の道路は最大で 2m の湛水が予測されるので移動は困
難となる． 
 駅南部も同様だが，ここは避難所への避難ができない場合駅の避難も考慮に入れる必要があ
る．この駅は当然土手と同じ高さを有し，相対的に標高が低い箇所に囲まれている．しかし図
4.7.3 に示す箇所は CASE4 のように度々北東部へ水を流す流路となっており，流れが早くなり
危険である．基本的に堤防から離れるように避難を行い，それができない場合に駅への避難を
選択すべきである． 
 緑で囲った部分は河川からの氾濫水の流路になりがちである．図 4.7.4 に示す通り幅員が広
く避難経路として選定されやすいが，CASE1 で示した通り，氾濫水は 0.8m/s ほどの速度で国
道 207 号線に広がっていき，その速度は高齢者の歩行速度よりも速いため避難中に氾濫が起こ
った場合，氾濫水に巻き込まれる危険がある． 
図 4.7.1 水害危険個所 
浜川
石木津川
有
明
海
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 図 4.7.2 トンネルと住居の位置 
 
図 4.7.3 駅周辺の低部 
 
トンネル
標高の高い土手
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図 4.7.4 駅周辺の広い避難経路 
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第 5 章 避難経路解析 
 
5．1 概要 
 近年，我が国では堤防やダムなどの水理構造物の整備など所謂「ハード的対策」が行われて
いる一方で，人口，財産の集中化などが原因で依然として毎年水害によって人命は失われてお
り（図5.1.1），被害額も減少しているとは言い難い（図5.1.2）．水害における人的被害を最小
限に軽減するために避難活動は最も重要であり，避難計画は各自治体によって作成される防災
計画でも重要な位置を占める．その中でもより効果的な避難方法の模索は重要な課題であると
いえる． 
 ここでは前章による氾濫水の時々刻々の湛水状況及び流速の平面的分布の予測値を基にし
て，避難者の歩行による移動を想定した最短経路問題としてモデル化を行う．この方法により
避難施設の適正配置や避難経路の危険度などを評価することができ，より適切な避難方法の模
索に貢献ができると考えられる． 
図5.1.1 水害による年間死者数1) 
 
図5.1.2 水害による被害総額1) 
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5．2 避難経路選定システム 
 避難経路解析の構成要素として避難者のモデル化，移動経路のネットワークモデル，予測さ
れる氾濫水の挙動，の3つを考慮することとする． 
 避難者については実際の鹿島市浜地区の人口などから推察する方法と代表的なパラメータ
を持つ避難者モデルを想定する方法が考えられる．前者は実際の対象地区のより現実的な避難
行動を予測するために有用であると考えられ，後者は物理的要因から避難上の危険個所の検索
に有用であると考えられる． 
 また，本研究では歩行避難を想定しているが，実際にはその他の避難行動も想定される．例
えば車や自転車による避難や氾濫後に取り残された要救助者をヘリコプターや船などによる
救助である． 
 車による避難は一般に水没による故障や乗り捨てによる避難行動や緊急車両などの妨害な
どのリスクがある．また片田ら2)はリアス式海岸を対象とした避難シミュレーションで自動車
の使用は被害の増大に直結しやすく，要援護者の救援など限られた用途にのみ用いるべきだと
述べている．自転車についても同様で，水中での運転は困難で乗り捨てによる避難妨害などを
引き起こす．そこで本研究ではこれらによる避難は想定せず一考察程度に留めるものとする． 
 また，避難を行わない，若しくは行えず自宅などの2階なで一次的に難を逃れ，救助や氾濫
が収まるまで待機する垂直避難なども考えられるが，このような行動をとるか避難を開始する
かの決定は極めて経験や心理的影響を受けやすく，定量化は非常に困難である．よってこれら
もこの章における解析では考慮せず一考察に留める． 
 避難経路として用いられる通路の情報元として近年では多くのGISデータが一般に無料公開
されている．これらは日本測地系を始めとした座標系が設定されており，複数の異なるデータ
を重ねたり実際の距離を算出可能であったり非常に便利な機能を有している．本研究ではこれ
らを利用して避難経路に必要な情報を得，氾濫解析の結果との関連付けを行う．本研究ではそ
れに加えて現地観測を行い，データ上では確認し難い階段や細道，水路などの確認を行った． 
 
5．2．1 避難者 
 水害時に住民が避難行動を起こす際の要因として水害経験や意識・生活形態等，水害時避難
行動の初期条件となるもの，水害時に提供される情報や降雨・浸水状況などの外的要因，情報
に対する反応の基礎となる内的要因がある3)．厳密にはこれらの情報を用いて住民一人ひとり
をモデル化する必要がある．しかし，これらの情報の把握は極めて困難であり，膨大な情報量
から計算機に掛かる負荷の大きさも相当なものであると予測される．また，実際の避難行動は
個人で行うものとは限らず，家族や近隣住民と共同で行われることが想定される．これらの要
因から避難者モデルは一人以上のグループを1単位とし，代表的なパラメータを与える手法が
妥当であると考えられる．さらに問題を単純化するためにこのグループは最も歩行速度が遅い
避難者，最も背の低い避難者など最も値の小さい情報を与え一定の避難行動を終えるまで離別
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しないものとする． 
 図5.2.1に鹿島市の人口の地区別割合，表5.2.1に鹿島市全体の年齢別人口を示す．これら
の情報を参考として浜地区の年齢別人口の推定を行う．すると少年人口（0-14歳）が約465
人，生産年齢人口（15~64歳）が2168人，老人人口が784人となる．老人人口の内，表5.2.1
の要介護者，要支援者は実際には歩行による避難を行わないものとすると約635人と仮定
することができる．これらの情報からさらに各グループの歩行速度，身長を仮定し，この
パラメータを避難者グループのパラメータとしてモデル化を行う． 
図5.2.1 鹿島市の地区別人口4) 
 
表5.2.1 鹿島市の年齢別人口4) 
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表 5.2.2 鹿島市の要介護(要支援)認定者数 4) 
 
5．2．2 移動経路のネットワークモデル 
 避難解析において避難者の移動には道路などの道，空地などの横断が考えられる．そこ
で国土地理院 6)が公開している道路縁(図 5.2.2)の GIS 用のデータや現地観測を参考にして
ネットワーク網を作成した．道路縁データの座標系は氾濫解析のメッシュとの接続を行う
ため平面直角座標系の 2 系を用いた． 
図 5.2.2 道路縁(国土地理院) 
 
 ネットワーク網は道路をモデル化したブランチ(枝)とそれらの結合点であるノード(節)
によって構成される．ノードやブランチの設置には以下のことに留意している． 
a．道路縁を参考に道路の交点に設置する．  
b．避難経路として設定する際，家屋間等の極端に幅員の狭い通路は除外した． 
c．利用者が限られる工場の敷地内や住居の無い北東部のノードは一部簡略化する． 
d．避難所については重要なノードであるので設定上特殊なノードとして扱う． 
完成したものを図 5.2.3 に示す． 
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図 5.2.3 道路ネットワーク網 
 
5．2．3 氾濫解析との接続 
 氾濫解析結果との連携には各ノードに水深及び流速を与える．この様にすることでブランチ
内の水深及び流速を線形補完することができる．氾濫解析で用いた座標系にネットワークモデ
ルの座標系を合わせることでこれらを可能とする．本江研究では直角座標系の第 2系を使用し．
長崎を除く九州地方で共通して使用可能となっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
避難所
(小学校)
避難所
(JAさが浜町支店)
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5．3 避難行動解析の理論 
 ここでは避難解析における諸条件や最短経路の検索について説明する．4．2 で述べたように
避難の初期条件として実際の住民データに基づいて避難を行うものと代表値を使用するもの
が考えられる．ここではそれらの決定方法についても説明する． 
 
5．3．1 避難開始の決定 
 実際の洪水氾濫による災害の認知方法は、大きく二つに分類される。一つは避難勧告や警報，
近隣住民や市職員などからの直接的避難指示であり、もう一つは氾濫水を見て認知する場合で
ある。警報の認知率は主として情報伝達の方法や警報の時期、それに情報を得た住民の防災意
識などに左右される．しかし，ここでは警報が発令された場所ではすべての住民が警報を認知
したものとする．また，氾濫水を見て認知する場合についても家屋の位置や構造，破堤の時間
帯などによって変わってくる。また，住民は洪水氾濫を認知したあと避難を行うか否かについ
ての意志決定を行う必要がある．実際にはその湛水深によって避難の意思決定の割合は違うが，
ここでは一定量（20cm）の湛水がある場合，避難の開始を決定するものとする． 
 
5．3．2 避難場所の決定 
 避難の意思決定を行った後の住民の避難行動をどのような形でモデル化するかは、避難行動
のシミュレーションモデルにおいて基本的な問題である。一般に、複数ヵ所点在する避難施設
から、住民が一つの避難施設を選択する際に考慮する要因としては、施設の安全性、施設まで
の距離、施設の周知度、避難経路の有無、避難経路の安全性などがあげられる。この中で、施
設の安全性、周知度などは避難施設の計画段階で一次評価を受け、要件を満たしているもので
あるから、避難施設の選択はその施設までの距離、換言すれば所要時間によって決定されるも
のと考えられ 5)．このような観点から、避難施設の選択を、ネットワーク理論の最短経路選択
問題としてモデル化する。すなわち、あるメッシュ内の住民は、避難中の時間毎に、それぞれ
の避難施設までの所要時間を避難経路の浸水状況を考慮に入れて計算し、もっとも短時間で到
達可能な位置にある避難施設へ向かって避難すると仮定する。 
 
5．3．3 最短経路の決定 
 避難経路の設定には最短経路問題であるダイクストラ法 6)を基本としたものを用いることと
する．これはグラフ理論によって解かれるものである一点を開始地点，別の一点を目的地点と
した場合の最短経路を求められ，複数の目的地の内，最も近いものを検索するという機能も持
つ． 
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 まずノードには以下の要素を持たせる． 
1．番号 
2．価数:ノードに接続しているブランチの数 
3．状態:ここでは最短経路が確定したノードか否かである． 
4．前ノード:最短経路を辿った場合の 1 つ手前のノード 
5．距離:最短経路で到達した場合の距離 
実計算ではこの他に各ノードの座標，ブランチに番号，長さ，両端の接続ノードなどが設定
されているがここでは省略する． 
 実際の解法を以下に示す(図 5.3.1)． 
1．初期条件として初期位置のノードの価数を 0，距離を 0，状態を確定に設定する． 
2．確定状態のノードに隣接したすべてのノードを検索ノードとし，そこまでの距離を  
算出する． 
3．距離が最も小さい検索ノードを新たな確定ノードとする． 
4． 2 から 3 を繰り返し目的地のノードが確定ノードになった地点で前ノードをたどると
最短経路となる． 
5． 複数の目的地がある場合すべての目的地が確定ノードになるまで試行を繰り返す． 
 図 5.3.1 からも分かる通り施行を繰り返すと目的ノードのみでなく，全てのノードの最短
距離とその経路が算出されていることが分かる．これにより最短経路の検索のみならず最近
の避難所の検索もこの手法で検索可能である． 
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5．3．4 その他の設定 
 前述の方法で最短経路は求められるが避難解析を行う際には氾濫水の湛水状況や避難指示
の方針によって通行を制限するケースがある．湛水状況による通行の制限には須賀ら 8 ),9 )が実
験水路中の歩行実験により算出した流速と水深身長比による判定方法を参考にする．図 5.3.2
に示される青いラインより上の状態，つまりある流速の時に身長に対して浸水している深さが
青いラインより高い場合歩行ができない状態，つまり歩行不可能な通路と判断する． 
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図 5.3.1 ダイクストラ法の模式図 
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図 5.3.2 水深身長比と流速による歩行可能判定基準 
 
 実際にダイクストラ法を採用する際には，この歩行不可能基準を満たすブランチ長さ
のパラメータを非常に大きな値に更新することで最短経路の検索に架からないように
する．図 4.3.3 に赤で示されるように通行禁止状況は時々刻々の浸水状況により逐一更
新される． 
 
 
図 5.3.3 通行不可能箇所の変遷の例 
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5．3．5 歩行者モデルの移動方法 
 歩行者モデルは基本的に各単位時間に以下のことを繰り返す． 
 目的地をダイクストラ法により検索し年齢毎に決めた歩行速度で歩行避難を行う． 
 避難所への到達した場合，避難成功とみなす． 
 浸水の進行により目的地へのいかなる経路をもってしても到達できない場合，他の目
的地を検索する． 
 如何なる目的地(避難所及び高所など)へも到達不可能な場合，到達可能な避難所を目
的地とし移動を行う． 
 現在地が水没，あるいは如何なる近隣ノードへも移動ができなくなった場合避難失敗
と判断する． 
なお，避難開始の条件として浸水による避難開始が採用されたとき，急激な水深の増加に
より自宅(ノード)などから動けなくなるケースについてもここでは失敗と判断する．また，
歩行による疲労や水中歩行に際して歩行速度に制限を設ける．西原 3)や明田ら 10)の研究を
ベースに初期歩行速度に以下の係数 T と W を乗じたものを各時間の移動速度とする． 
 まず，疲労に関しては避難者それぞれの歩行速度での移動を行うことを考慮して各住民
の移動時間 t(時間)を変数とした以下の式を使用する 
 
)0.412.1exp(98164.0
0.1


t
T                            (5.1) 
 
この係数 T による影響度を表 5.3.1 に示す． 
 
表 5.3.1 疲労による係数の影響度 
時間（hour） 係数Tt
1 1.00
2 0.96
3 0.87
4 0.66
5 0.38
6 0.17
7 0.06
8 0.02
9 0.01
10 0.00
11 0.00
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 次に水中歩行による係数 Wは以下のようである 9)． 
 
0.1/
0.1
 Hd
C
W                                (5.2) 
 
ここで Cは限界身長水深で図 5.3.2 から求める．ｄは移動中の経路の水深，H は避難者の身
長である．この式からも分かるように，歩行限界となる水深に達した場合，水中歩行による
係数は 0 以下となり実質歩行不可の扱いとなる．また，水中歩行による疲労を考慮するため
に，水中歩行を行った実距離を水中歩行による係数で除したものを仮想のブランチ距離とし
て疲労にかかる移動時間を増加させる 
 
WLL nn /'                                  (5.3) 
 
ここで 'nL は疲労を考慮した仮想距離，Lnは実距離である． 
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5．4 避難経路の検証 
 ここでは氾濫水が域内に侵入した瞬間に全ての場所から避難を開始した場合の避難の様子
を示す．この条件で解析を行うことでどの場所から避難を開始し，どの経路を通ることで避難
に成功，失敗したのかを把握する．避難者のモデルは歩行避難で後れを取りやすい高齢の女性
10)を想定して 0.95m/s，身長は 1.56m で統一した． 
 図 5.4.1 に CASE1 の氾濫時の結果を示す．黒い線が移動可能な通路，色付けされた通路は浸
水深を表示させている．赤い三角形は住民の位置を示す．ここで右下の状態は住民が避難完了
もしくは失敗した状態である． 
 ここで，2 つのノード間ノード A からノード B への移動中に避難失敗（もしくは水没）した
場合，避難者の位置はノード A に表示されるようにした．避難所周辺の最終状態の一部を拡大
した図 5.4.2 において丸で示した個所は避難成功者を，それ以外は避難所へ至らなかったこと
を表す． 
図 5.4.1 氾濫と同時に避難を行う様子(CASE１) 
氾濫から
0分
氾濫から
10分
氾濫から
25分
氾濫から
30分
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図 5.4.2 氾濫と同時に避難を行う様子(CASE１，避難所周辺) 
 
 図 5.4.3 に避難開始から全避難者が避難完了または失敗するまでの，避難中，避難成功，避
難失敗の割合の推移を図 5.4.3 に示す．この図から 28 分 30 秒ほどで避難中と避難失敗が大き
く入れ替わる場所が見て取れる．このタイミングで避難所周辺が水没し避難中に避難所への移
動を断念した避難者が表れた時間である．つまりこの図から全員が安全に避難所に到達するた
めには氾濫開始から 28 分 30 秒までに避難を完了する必要ある．さらにこの図から避難の成功
率が 96％であることも分かる． 
図 5.4.3 避難状況の推移（CASE1） 
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 CASE1 では第 3 章で述べたように氾濫開始から約 15 分で避難所周辺の浸水が始まる．その
ため避難所の東で氾濫水に接触した住人が被害にあっている．また，図 5.4.2 の避難所の北で
数カ所避難失敗となっているものがある．これらは避難所から遠い場所から避難しており，北
部から南部への移動に使われる通路を水没前に通過することができずに迂回をしている．これ
らの移動経路を図 5.4.4 に示す． 
図 5.4.4 避難失敗した移動経路(CASE１) 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
通路
移動経路
避難失敗経路の初期位置
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図 5.4.5 に CASE2 における避難失敗経路の初期位置，避難失敗箇所とその一部の経路を示す．
避難者モデル，避難開始条件は CASE1 のものと同様である．この CASE2 では CASE1 より南
側から氾濫水が流入しており，避難所より南側の住民の一部が避難所に辿り着けない結果とな
った．また CASE1 では避難所周辺の浸水が早かったため北部からの避難者が迂回したが，こ
の CASE2 では避難者が氾濫水に接触した．実際の避難計画ではこのような場合，より危険な
状況に備える必要があり，避難所東部は避難経路として使用すべきではないという認識が必要
と思われる． 
 図 5.4.6 に避難状況の推移を示す．この図からこの CASE では急激な変化はなく，洪水接触
による被害が主であることが推測できる．避難の成功率は 99％であった． 
図 5.4.5 避難失敗した移動経路(CASE2) 
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 図 5.4.7に CASE3における避難失敗経路の初期位置，避難失敗箇所とその一部の経路を示す．
氾濫水の流入箇所が幅員の広い道路などがあり早い段階で国道 207 号線を浸水させたため，
CASE１と同じく北部の遠い場所からの避難者が途中から迂回している． 
 図 4.3.8 に避難状況の推移を示す．この図からこの CASE では氾濫から 29 分で避難中と避難
失敗が大きく入れ替わり，その時間が避難限界時間であるといえる，避難の成功率は 96.5％で
あった． 
 
図 5.4.7 避難失敗した移動経路(CASE3) 
 
図 5.4.8 避難状況の推移（CASE3） 
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 図 5.4.9 に CASE4 における避難失敗経路の初期位置，避難失敗箇所とその一部の経路を示す．
CASE4 は浜川の上流部から氾濫しているために広い浸水範囲を有し，他の CASE より水深が低
い．そのため，北部の住民はすべて避難所へたどり着けるという結果となった．しかし，流入
箇所やそこから駅へ至る範囲では流れが速く南西部と避難所付近は氾濫水によって分断され
る形となる．第 3 章でも示したようにこの分断は決壊から早い段階で起こり，避難所を孤立さ
せるため歩行避難によって向かうには危険が伴うといえる．この CASE で南部の遠方ではなく
比較的近い個所の住民が避難に失敗して原因は失敗箇所を歩行中に水深が上昇し事故に合っ
たもので，それより遠い個所の住民は迂回し，水深が下がった後に通過したため避難所に到達
が可能であった 
 図 5.4.10 に避難状況の推移を示す．この図からこの CASE では急激な変化はなく，洪水接触
による被害が主であることが推測できる．避難の成功率は 99.3％であった． 
図 5.4.9 避難失敗した移動経路(CASE4) 
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 CASE5 では氾濫直後に避難を開始した場合，最終的にほぼ全ての住人が避難完了した．そこ
で氾濫から 1 時間後の状態から避難を開始したものを同時に図 5.4.11 に並べた． 
 氾濫から 1 時間後の避難を条件に算出したものでは西部にて多くの孤立者が現れる．これは
避難を開始した時点で周囲の氾濫状況が進行しその場から動けなくなったことを意味する．こ
こで，中央の南部の避難者の分布を見ると南部ではより堤防から離れた経路を利用しているこ
とが分かる．堤防付近は浸水しており危険な状態であるため最終的な湛水状況から判断すると
堤防から離れた経路が安全であるといえる．一方で北部の住民は西部の経路に迂回しているこ
とが分かる．西部の道路は CASE5 では安全な経路であるが CASE1～4 で述べたとおり浜川か
らの氾濫が起きた場合この周辺は高確率で危険状態となる．  
 
 図 5.4.12 に CASE6 における避難失敗箇所を示す．この CASE では高潮が域内に侵入した時
点を避難開始の基準としている．図には侵入と同時に避難したものと 2 時間後に避難した場合
の失敗箇所を示した．これらの初期位置と避難失敗箇所は一致し，氾濫流の流入後に避難を開
始しても間に合わないといえる．しかし，洪水と比べ，高潮は潮位の変化などから早い段階で
発生が予測されるため避難中の事故は起こり難いといえるであろう． 
 
図 5.4.11 避難開始時間による移動の違い(CASE5) 
 
氾濫から1時間
後に避難開始
氾濫と同時に避
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図 5.4.12 避難失敗箇所(CASE6) 
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5．5 第 5 章の結論 
 本章では避難解析を行う上での必要な情報，条件設定などを示した． 
 この章における避難の成否の条件を避難所への到達としたことで各氾濫条件における避難
可能な領域を可視化することができた．例として浜川からの氾濫を条件とした CASE1～4 の避
難失敗経路の初期位置をまとめたものが図 5.5.1 である． 
 避難の失敗の原因は大きく二つに分かれる． 
 ひとつは CASE1 に多かった直接氾濫水に接触し被害にあうもで，避難開始は早期に行って
いるにもかかわらず歩行中の通路の水深が増加したことで身動きが取れなくなり，命を奪われ
る危険もある．鹿島市の浜地区でも 1962 年の水害で水に流され一人の住民が命をなくしてい
る．これらの対処法としては主として氾濫より前に避難することである．方法としては河川の
危険水位の観測情報への着目やそれに伴う早期避難誘導などがある．また情報としては第 3 章
で示したような浸水深の情報が重要となる． 
 二つ目は避難所への移動経路が絶たれ，他の通路への迂回や立ち往生するものである．これ
は氾濫水に直接接触する場合に比べると命が奪われる危険性は低いが，その後の流況の変化次
第では安全とは言えない可能性がある．対処法は氾濫接触と同様に早期避難はもちろんだが，
移動経路の予めの選択が重要となっている．本解析のように水深に応じた避難経路の安否をあ
らかじめ把握すれば他の経路より標高，氾濫水の流動予測などから避難可能かどうかの判断が
行える． 
 最後に第 3 章で示したような浸水，水流による危険個所（図 5.5.2)では最終的に「命を落と
す危険がある個所」であり，逆の立場を言えば比較的安全な場所の抽出を行ったといえる．ま
た，避難経路解析を行った結果，避難所へ至るためには浸水危険個所を通過する必要があり，
現況の避難所へ向かうことの危険性が示され，避難解析を行ったことで被害にあう可能性があ
る場所も抽出される．これらを踏まえて，次章では氾濫解析と避難解析両法の結果を参考にし
た避難計画について述べていくものとする． 
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図 5.5.1 避難失敗経路の初期位置のまとめ 
図 5.5.2 浸水，水流による危険箇所 
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第 6 章 避難計画への適用 
 
6．1 はじめに 
 ここでは前章までに行った氾濫解析と避難経路解析を参考にした避難計画について考察を
行う．方法としては第 3 章の 6 つの CASE の氾濫解析結果とそれに伴う避難経路解析を基本と
し，氾濫解析については 3 章の条件，結果を採用し，それらをケーススタディとして，さらに
条件を加えた避難経路解析を行った．ここで変更を加える条件は避難の初期条件や避難所の設
定とした．  
 
6．2 避難優先度から見た避難計画 
 第 4 章では避難開始時間を氾濫開始に合わせた計算を行ったが，ここでは各ケースで避難開
始が遅れた場合の避難失敗経路の初期位置を抽出し，優先的に避難誘導，避難指示を出すべき
場所について検討を行う．CASE6 については前章で同様の検討を行ったのでここでは省略する． 
 図 6.2.1～6.2.4 に浜川からの氾濫を対象とした CASE1～4 について氾濫と同時に避難した場
合と 5 分，10 分遅れた場合の避難失敗経路の初期位置を示した．集約したものは図 5.2.5 であ
る．赤い丸で示した箇所は前章までと同じく氾濫と同時の避難では間に合わない箇所であり，
優先的な避難誘導，指示が必要な箇所である． 
 CASE1 と CASE2 では分布が酷似している点としては時間がたつと北部の住人が避難に用い
る経路が水没するため隔離されたような状況になることである．図からも分かる通り氾濫開始
から 10 分でほとんどの住民が避難できなくなる．しかしこの地域は南部から順次氾濫水が流
入する氾濫危険個所でもあり，避難の必要性が重要になることがある． 
 そこで北部における浸水範囲が最も広い CASE1 の浸水深（図 6.2.6）と比べると，その浸水
深は 50 ㎝から 70 ㎝であることが分かる．この浸水は一般に床上浸水がおこり，住宅には害が
起こる水深で，住民は避難を行うようになる．しかし，この水深は一般成人男性の腰までつか
るほどの水深で，容易な避難ができない水深でもある．つまり氾濫からおよそ 10 分で避難を
しなければいけないが，歩行による避難ができない場所といえる． 
 まとめると，浜町の北部は浜川の氾濫が起こった場合およそ 10 分以内に避難を完了させな
ければ取り残される．ここで，取り残されるとは 2 階への避難で一時的な安全が確保される可
能性があることも含む． 
 次に CASE2 と CASE4 では，主に南部の住民が避難所へ到達できないことによる避難失敗が
起きている．この原因は主として国道 207 号線から JR 長崎線の間で盛土によって氾濫水の滞
留が起こること，またそれが整備された広い道路を流路として迅速に起こることである．これ
らは比較的対処の選択肢が多く，早期避難，盛土から遠い道を選択するなどの経路選定，さら
には浸水の危険性が低い場所では避難を行わないことが最も安全である可能性もある．さらに
CASE4 では上流からの氾濫で浸水範囲は広いが，その浸水深は深くない傾向にあるため（図
78 
 
6.2.7）避難の途中に氾濫水に接触しても健康な避難者なら水中歩行により難を逃れる可能性も
ある．この中で危険な箇所は浜川に沿った範囲で特に避難所から浜川の間は浸水深も広く氾濫
後から 10 分後には避難できなくなる． 
 まとめると，浜町の南部では国道 207 号線から盛土と浜川の間は常に避難を行いにくくなっ
ている．それ以外の箇所については比較的避難優先度は低い． 
図 6.2.1 時間経過による避難失敗初期位置の変化（CASE1） 
 
図 6.2.2 時間経過による避難失敗初期位置の変化（CASE2） 
 
通路
失敗経路初期位置：10分
失敗経路初期位置：5分
失敗経路初期位置：0分
CASE2
通路
失敗経路初期位置：10分
失敗経路初期位置：5分
失敗経路初期位置：0分
CASE1
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図 6.2.3 時間経過による避難失敗初期位置の変化（CASE3） 
図 6.2.4 時間経過による避難失敗初期位置の変化（CASE4） 
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失敗経路初期位置：10分
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失敗経路初期位置：0分
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通路
失敗経路初期位置：10分
失敗経路初期位置：5分
失敗経路初期位置：0分
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図 6.2.5 時間経過による避難失敗初期位置の変化（各 CASE 集約） 
 
図 6.2.6 氾濫開始から 4 時間後の浸水深（CASE1） 
 
 
 
 
04:00
通路
失敗経路初期位置：10分
失敗経路初期位置：5分
失敗経路初期位置：0分
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図 6.2.7 氾濫開始から 4 時間後の浸水深（CASE4） 
 
 図 6.2.8 に石木津川からの氾濫を対象とした CASE5 について氾濫と同時に避難した場合と 5
分，10 分遅れた場合の避難失敗経路の初期位置を示した．この結果からは東部には，時間が経
過することで避難できなくなる箇所か集まっていることが分かる．これらの多くは比較的標高
の高い位置にある工場で，図 6.2.9 に示す様に氾濫の影響を受けにくい箇所である．このよう
な場所では避難を行って前述の様に氾濫水の影響を受け易い国道 207号線を避難せず待機して
いた方がより安全であるといえる．さらには一時的な避難場所として開放した場合被害の現象
につながる可能性があるが，検証に関しては後述するものとする． 
図 6.2.8 時間経過による避難失敗者の初期位置の変化（CASE5） 
 
04:00
通路
失敗経路初期位置：30分
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失敗経路初期位置：0分
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図 6.2.9 氾濫開始から 4 時間後の浸水深（CASE5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
04:00
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6．3 避難所の位置から見た避難計画 
 前節の CASE5 の例のように市が指定した場所より避難所の位置として適した場所について
検証を行う． 
 検証の方法は CASE1の氾濫から 10分遅れた場合でも北部の住民を避難させることができる
避難場所の検証を行う． 
 まず，図 6.3.1 から図 6.3.4 に設定した追加の避難所の場所及び避難失敗の初期位置を示す．
図 5.2.1 に黒丸で示した避難場所は前節でも述べた様に浸水の危険が少ない高所に位置してお
り，浜川から離れた場所にある．結果としては被害の軽減はあまり見込めないことが分かった．
原因は氾濫から 10 分の遅れを条件とした場合，北部から南部への経路はほぼ水没しているか
らである．このことから北部の住民の避難は北部に安全な場所を確保する必要があるといえる， 
 
図 6.3.1 追加の避難場所と避難失敗経路の初期位置① 
 
 図 6.3.2 に黒丸で示した場所は北部でも比較的標高が高い場所である，しかしながらここに
設置した場合でも，北部の半分の住民しか避難成功に至らなかった．北部では田畑が多くその
中を通過する避難を行わない場合，結果的には南部の避難所が近くなるため，移動中に，迂回
などを行う内に氾濫水と接触してしまうことが分かる．ただ，しこれはあくまで最も近い避難
所に最初に向かいことを前提としたものである．そこで既定の避難所（小学校及び JA さが）
への避難を行わず，追加の避難所へのみ避難を行った場合の検証結果を示す． 
通路
移動経路
避難失敗経路の初期位置
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図 6.3.2 追加の避難場所と避難失敗経路の初期位置② 
 
 図 6.3.3 に示すように全ての住民を追加の避難所へ避難させた場合，非常に大きな効果を得
た．北部の住民のみならず，南部の住民もほとんどが避難を完了した．この際南部から北部へ
は西部にある通路が優先的に使用された．唯一，浜川に沿った一部地域の住民が避難に失敗し
ているが，この地域は氾濫水の流入箇所の直近で，CASE1 においては氾濫直後に避難しなけれ
ば避難できない地域である． 
 
図 6.3.3 追加の避難場所と避難失敗経路の初期位置②（規定避難所なし） 
 
通路
移動経路
避難失敗経路の初期位置
通路
移動経路
避難失敗経路の初期位置
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図 6.3.4 に黒丸で示した場所は北部の中で住居が多い場所である．この場所に避難所を設置し
た場合大きな効果が得られた．しかしこの場所の標高は安全を確保できるほど高くはなく，浸
水が予測される箇所でもある．この場所に避難所を設置する計画を検討する場合，現状より 1m
ほど高い基礎を設置し，その上に避難所を設置する必要があるだろう． 
 
図 6.3.4 追加の避難場所と避難失敗経路の初期位置③ 
 
 ここまでをまとめると，避難所の設置によって北部の住民を避難せせるためには，北部に避
難所を設置する必要がある．さらに，北部に設置しても予めその場所に避難するように決めて
おかなければより良い効果は得られず，ハザードマップや避難訓練などの住民への周知を利用
して各々の向かうべき避難所を指示しておくことが重要である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
通路
移動経路
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6．4 最短経路から見た避難計画 
 避難所は一般に学校や公共施設等に設定されるが，避難所の位置によっては初期位置から離
れた場所であったり，迂回が必要であったりなどの理由で避難に失敗する場合がある．また高
齢者になると長距離の歩行をできず，避難自体行わないこともある．そこで現状では通過でき
ない箇所を道として整備し避難経路とする計画を模した検証を行う． 
 方法は通過手段の少ない北部と南部を分ける盛土を通り，各河川から中間の位置にある箇所
にブランチを設置し避難成功者の増減をみるものとする．状況は前節同様 CASE１の氾濫から
10 分後の避難開始を想定した． 
 結果と追加ブランチの位置を図 6.4.1 に示す．ブランチの追加位置は盛土上にあり比較的標
高が高いため，浸水から 10 分の状況においては比較的に安全に通過できる．結果としては追
加ブランチにごく近い場所の住人が避難成功したのみでそれ以外は避難に失敗した．ただし，
この地区は前節の北部に避難所を設置した場合でも南部への避難を優先した場合避難が成功
しなかった地区で，このような場所からの避難は早期に行う必要があると言える． 
 
 
図 6.4.1 追加ブランチと避難失敗経路の初期位置 
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6．5 第 6 章の結論 
 この章では氾濫解析と避難解析から行う危険度評価の検証として簡易的な避難限界時間の
算出，避難所や通路の増設による避難への効果検証を行った．その結果から避難計画に影響す
る以下のような結果を得た． 
 まず本対象地区においては南部より北部の避難優先度が高いこと，次に，その北部の住民を
安全に避難するためには避難所の増設が有効であること，避難所の増設に加え，避難所からの
移動距離を短くするような経路の確保が有効であること，さらに予め避難する場所を決める際，
最近の位置が最も良いとは言えないことが分かった． 
 これらの結果は氾濫水により隔離されやすい地形の特徴や高潮対策事業の盛土より下流側
に住居があるこの地域の特色ゆえに検証及び結果といえる．他の対象地区でも氾濫解析及び避
難経路解析を行うことで，別の避難計画の作成における判断材料が示されるであろう．た，近
年では垂直避難の重要性も注目されており 1)，より実践的な避難計画を行う際には取り入れて
いくべきであろう． 
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第 7 章 避難計画の作成 
 
7．1 はじめに 
 前章までで鹿島市の浜地区を対象としたケーススタディとして氾濫解析，避難解析を行い，
人的被害を軽減することを目的にした検討を行ってきた．ここではこれらを一般化し，今後の
避難計画の参考になるような解説を行う． 
 避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン 1)によると，大規模な河川氾濫や高潮
で床上浸水などが起こり家屋の安全が確保されない場合については立ち退き避難を要請する
とある．それと同時に，家屋内の安全確保によって難を逃れることも避難の一つであることも
平成 261)年発行のガイドラインで明記された． 
 そこで本章では避難を自主避難，勧告による立ち退き避難，屋内での安全確保（垂直避難）
の 3 つに分けるものとする． 
 
7．2 氾濫解析の材料 
 本研究で氾濫解析を行う目的は湛水状況，時々刻々の水深，流速の入手である． 
 氾濫解析を行う際に最低限に必要なものは水文データ（雨量，水位，流量），地形形状，そ
して氾濫解析の計算環境である．より詳細な解析を行うには土地利用などが必要になるが，用
いる計算方法に依存するためここでは割愛する． 
 この中で水文データは過去の自然災害の再現や今後起こりうる災害を想定したものなど目
的に応じたものを作成する必要がある．入手には国土交通省 2)が公開しているものなどが利用
可能であろう． 
 また，氾濫解析を行う環境について，本研究では DIH の販売する MIKE シリーズを用いたが
近年では iRIC Project3)など，無料で氾濫解析を行える環境ができつつある．このようなソフト
ウェアの使用により簡易的な流況を得ることが可能で
あると思われる． 
 地形形状に関しては本研究のようにレーザープロフ
ァイラによる高精度の地形データの使用が理想的であ
るが，GIS 環境下では国土交通省国土政策局国土情報
課の国土数値情報 4)で公開されている「標高傾斜度 5
次メッシュ」や国土地理院の基盤地図情報データベー
ス 5)から入手できる建築物の外周線などを使用し大凡
の地形再現が行える． 
 これらを用いて作成された建物の入口や通路の交差
点における流速，水深の時系列データが避難解析の材
料となる．また，湛水深の分布を作成することで氾濫
図 7.2.1 氾濫解析の材料と目的 
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危険個所の選定も可能である． 
 
7．3 避難解析の材料 
 避難解析に必要な要素は第 5 章でも述べたが，簡易的に行う際にも必須なものはネットワー
クモデルと計算ソフトである． 
 このネットワークモデルはブランチとノードで構成され，ノードのデータを作成することで
ブランチのデータも作成できる．ノードの作成には座標データが必要であるが，この座標は平
面直角座標系であることが望ましい．これによりノードを結ぶ長さがほぼ実距離となり，ブラ
ンチの作成が円滑となる． 
 計算ソフトに関して，本研究では Microsoft の Excel を使用しており，表 7.3.1 のようなブラ
ンチとノードの一覧や図 7.3.2 のような散布図を作成し，第 4 章で述べたような方法で算出さ
れた避難者の時々刻々の位置を表示した． 
図 7.3.2 ネットワークの表示例 
表 7.3.1 ノード・ブランチデータ 
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7．4 避難の優先度の決定 
 前節のようなデータを入手・加工を行い，第 6 章で述べたような解析を行うことで想定した
水害時に，住民が安全な避難を行えるかの判定を行うことができる．ここでは氾濫解析や避難
経路解析を用いてどのような避難計画を行うかを述べてゆく. 
 近年，台風や豪雨の際，住民は避難行動の意思決定を行わない傾向にあり，避難開始を決定
させる要因は自宅の床上浸水と直接的な避難指示である 6)，7)．ただし，床上浸水が起こる状況
では安全な避難を行えるとは言えないため，直接的な避難指示が有効な手段であると考えられ
る．しかし，避難指示を出す人員には限りがあるため，自助による避難を住民が行うためには
予め避難を促すような指示が必要である．そこで氾濫の開始のタイミングを一つの基準として，
それより早く避難を行わなければ安全避難ができない場所，ある程度の余裕をもって開始して
も避難できる場所等の選出を行うことでこの避難の優先度の決定を行う．以下の流れで優先度
を決める．ここでは避難の優先度を 7 段階に分け，優先度の数字が大きいものほど早期の避難
が必要となる． 
A) 想定された氾濫の最終的な湛水深と比較を行い，自宅の浸水が想定されない場合，危険度
は低い（優先度 1）といえる． 
B) 氾濫と同時に全住民が一斉に避難した場合の避難失敗者の初期位置を算出する． 
C) B の解析で避難失敗者が出た場合，氾濫より前に避難を開始した場合の計算を行う． 
D) C の結果から猶予時間（河川の氾濫危険水位到達から決壊，越流までの時間．過去の水害
などか決定）よりも早くに避難しなければ避難に成功しない場合，この場所は最優先に避
難を行うべき場所であり，やむを得ない場合は車での避難も考慮すべき場所（優先度 6）
である． 
E) C の結果，氾濫危険水位到達後の避難開始で避難が可能な場合は D の場所に次いで優先的
に避難するよう予め指示を出すべき場所（優先度 5）である．  
F) A の結果，湛水が予想されるが，自宅やその周辺が歩行可能水深である場合，避難しない
方が安全である（優先度 2）． 
G) 残った場所は時間経過とともに自宅や避難経路が浸水するもので，経路に比べ自宅の浸水
深が低いとき，逃げない方が安全であるといえる（優先度 3）．しかし自宅より避難経路や
避難所が安全な場合，早期避難を行うべきである（優先度 4）． 
 
 この方法によって選定された優先度が高い場所ほど優先的に避難を行うべき場所である．図
7.4.1 にこれらの方法を模式図化したものを，図 7.4.2 に結果の例を示す． 
 ここでは予め避難を行うように指示を出す場合の優先度として分類を行ったが，これらはそ
のまま危険度と置き換えることもできる．即ち，終始浸水が起こらない場所は危険度 1，氾濫
によって浸水が起こるが歩行可能なレベルの場所は危険度 2，時間経過に伴い避難ができなく
なるが比較的自宅が安全な場所は危険度 3，自宅より避難経路が安全な場所は危険度 4，河川
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の氾濫危険水位に達してから氾濫までに避難を行う必要がある場所は危険度 5，氾濫危険水位
に達する以前に避難する必要がある場所は危険度 6 である． 
 この危険度は住民にも優先的に通知するべき情報で，ハザードマップを配布された場合一時
的ではあるが住民は防災意識を高め，自らに及ぶ危険に対して意識を向けることが片田ら 
(2000) 7)の調査から示唆されている．また，片田ら(1999)8)の別の研究で，多くの避難者が自動
車で移動すれば被害の増大につながるが，制限を設けることでリスクの軽減が可能であること
が示されている．危険度 6 の場所は歩行による避難を行う場合，氾濫危険水位に達する以前に
避難が必要であり，それを超えた場合自動車での避難も必要になるだろう． 
 
図 7.4.1 避難の優先度の選定方法 
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能な流況か
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宅が安全
優先度1
優先度2
優先度3優先度4
優先度6 優先度5
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図 7.4.2 危険度評価の結果例 
 
 次に避難の優先度評価を参考にした避難計画の作成を試みる．条件として，以下のように避
難を開始させた． 
 
優先度 1：避難しない（屋内で安全確保を行う） 
優先度 2：氾濫から 20 分後（計画案 A），10 分後（計画案 B）に避難開始 
優先度 3：氾濫から 10 分後（計画案 A），5 分後（計画案 B）に避難開始 
優先度 4；氾濫と同時に避難開始 
優先度 5；氾濫から 10 分前に避難開始 
優先度 6；該当なし 
 
 結果を図 7.4.3 に示す．優先度 5 の場所は氾濫前に避難を開始することで避難を行うことが
できた．優先度 2，優先度 3 の場所ではある程度の時間遅れを与えて避難を開始した．時間後
れを多く見積もった計画案 A では優先度 2 の場所からの避難が間に合わない結果となった．た
だし，前述のとおり優先度 2 の場所は歩行可能な流況で床上浸水にもならないような流況なの
で避難を行わない方が安全であるといえる．計画案 B ではすべての住民を避難させることがで
きた． 
 このように自助による避難行動行うように住民を促すことで豪雨の際の被害低減に有効で
あることが分かる． 
 
通路
危険度1
危険度2
危険度3
危険度4
危険度5
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図 7.4.3 避難計画の採用結果 
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7．5 避難所の位置に関する検討 
 避難所の位置は住民の避難開始の意思決定に影響を与え，特に高齢者は歩行による長距離の
移動自体が大きな負担となり，避難を行わないケースもある．避難所として重要な要素は収容
人数や設備など避難後の要素も重要であるが，ここでは避難所やその周辺の流況及び避難の容
易さに着目する． 
 まず，避難所の流況評価は氾濫解析の結果を参照することで評価ができる．歩行による避難
の目的地として想定されることから須賀ら 10)のような歩行避難の可否による評価が望ましい．
例として図 7.5.1に第 3章の CASE1の条件で一度でも歩行不可能と判断された箇所を赤色で示
した．この例では避難所の場所は危険な流況が観測され，避難のタイミング次第では避難中に
事故に合う可能性がある．このようにして避難所の安全性を測ることができる． 
図 7.5.1 歩行不可能状態が観測される経路（CASE1） 
 
 次に避難のしやすさについては歩行避難解析の結果として見ることができる．理想的な結果
としては避難を開始した住民の全てが避難所に到達することだが，氾濫の進行が進むと通過で
きない経路経路が増え，迂回や立ち往生が発生する． 
 このような事態を回避するためには新たな避難所の設定，増設が望ましい．その位置として
考慮すべき要素は以下である． 
 
A) 図 7.2.6 のような氾濫解析による情報から判断し，周辺に歩行危険個所が存在しない場所 
B) 既存の避難所のみを設置した避難解析を行い，避難できない可能性がある住民の住居に近
い場所 
C) 増設により追加した避難場所がある場合，既存の避難所より移動距離が長くとも追加の避
難所へ最初に向かうことで避難の成功につながる場合 
 
 A に関しては避難の途中にも氾濫は進行し，時間がたった状態で避難所周辺に到達し事故に
合う可能性を減らすことにつながる．B に関しては避難の移動距離，時間は短いほどよく，単
純に近い場所への避難ほどリスクが小さいことに起因する． 
避難所
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 C を含めこれらの方法は第 5 章の 5．3 で行った通りで，いくつかの場所を想定し検討を行
い，住民の避難の方向性を検討する必要がある． 
 図 7.5.2 にこれらの方法を模式化したものを示す． 
 
 
図 7.5.2 避難所増設位置の選定方法 
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7．6 第 7 章の結論 
 この章では前章までに行った氾濫解析，避難解析による危険度評価による知見を参考に実際
の避難計画の作成を試みた．はじめに各エリアの危険度評価を行った．それにより水平避難が
必要な場所，垂直避難が有効な場所について分類がなされた．また氾濫開始以前または河川の
氾濫危険水位到達以前に避難を開始すべき場所の抽出を行い，基本的には推奨されない自動車
での避難の可能性についても示唆された．またハザードマップなどでは危険度評価や経路を示
しているが，避難解析により鉛直避難や迂回，早期避難の推奨などに提言することもできる．
このような危険度評価を基準とした避難計画の作成は今後の避難計画作成において多様な避
難方法の選択につながると考えられる． 
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第 8章 結論 
 
 本研究では洪水・高潮両面からのリスクを負っている低平地にて如何に避難行動を行うべき
かについて把握するために，氾濫解析，避難解析の両方を用いて地形上，避難上の急所となる
個所の抽出を行い，ハザードマップによる湛水深とは違った目線の危険度判定を行った． 
 第 4章にてこの研究で入手すべき道路網の湛水深を効率よく入手することに重点を置いたモ
デルの作成を行った．計算の基礎式や方法などは従来数多くの研究者が行ったものと大きな違
いはないが，本研究では必要のない部分については粗い格子を与えて避難計画において重要な
通路の特徴を得られるような格子を作成した． 
 また，ここでは従来の研究にあるような所謂最も発生確率の高い水害のみに着目せず，多く
の水害を想定して，それぞれの被害軽減を行えるような計画を立てるようにした． 
 結果として，すべてのケースの浸水危険個所を内包した地図の作成を行い危険個所の可視化
を行った． 
 第 5 章にて氾濫解析との接続を行い，時々刻々の湛水に対応した避難解析を行った．ここで
は避難所への到達を目的とした場合を想定し，避難に失敗する経路とその視点と終点を示すこ
とで，各災害が発生した場合の避難の可否を示した．これにより各場所の住民にとってどの災
害が脅威となりやすいか，災害の発生が予測された場合，どこの住民に優先的な避難誘導を行
うべきか等の検討を行えることを示した．また被害の特徴を氾濫水接触と避難所到達不可能に
分け，前者の避難はより優先的に行うべきであることも示した．  
 第 6 章で避難計画の判断材料となるような情報の作成を試みた．ここでは避難限界時間，避
難所増設の検証及び避難先決定の重要性，道路整備による経路の短縮を行った．結果として避
難所の増設が最も有効で，距離にかかわらず浸水予測を参考にした避難所をあらかじめ決めて
おくことが重要となった．最終的には災害発生直後に一部の地域から避難所へ向かえず孤立す
る場所があるといった埋め立てによる低平地沿岸部の有りがちな特徴がある地域の安全上の
課題主な判断材料となった． 
 最後に第 7章では第 5章で行った検証やその結果を参考にして実際に避難計画の一部を作成
した．その際，これまで鹿島市浜地区で行ったケーススタディから，他の地域でも用いられる
ように，比較的入手が容易なデータ，方法を模索して解説を行った． 
また，本研究では住民のモデルを単純なもので検証を行ったが，住民の個人差や心理的な情報
による避難への影響などは避難に大きく影響すると思われ，今後行われる研究で課題となって
ゆくだろう． 
 この研究により一般的に行われている氾濫解析によって作成された水深による危険度評価
に，避難経路の危険度評価を加えることで，一般的なハザードマップにあるような危険個所の
明示に加え，鉛直避難の可能性や避難の迂回や直近以外の安全な避難所の選定など，避難の多
様性に目を向けることができるようになると考えられる． 
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 最後に，本研究で行った手法により氾濫解析及び避難解析を行うことは避難計画を作成する
上で有効な手法となりうることを示すことができたと考える．現在多くの自治体でハザードマ
ップの作成が行われているが，河川改修や区画整理が行われた後も更新されない場合がある．
都市の開発に追従して必要な避難計画も変更されるべきであり，今回の避難解析のように公に
無料公開された比較的入手が容易な情報から行える本研究の避難解析は有効であると考えら
れる．本研究が今後の避難計画やそれに関連する研究の参考になることを期待して結びに変え
るものとする 
